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序 文 

パキスタン政府は経済の活性化のために均衡のある産業の発展が必要であるとして、基

幹産業の農業とともに工業の発達にも力を入れています。かかる背景から我が国は 1982
年 9 月より 3 年間、同国ラホール市に所在するパキスタン工業技術指導センタ－

（PITAC）を実施機関として、機械加工、熱処理、鋳型及び金型の設計・製作などに係る

プロジェクト方式技術協力を実施しました。さらに 1994 年から 1995 年には、アフターケ

ア協力を実施しました。この協力により供与された機材及び技術を活用し、PITAC はその

後現在に至るまで周辺企業に対する技術研修や製作サービスを実施するなど、活発な活動

を行ってきました。 
しかしその後の工業の発展にともなって企業の需要が高度化しており、技術力の向上と

老朽化した機材の更新が求められています。また、パキスタン政府は 1999 年 12 月に発表

した経済再生計画の重点産業政策の一つとして中小企業育成を掲げていることに加え、近

年は国内に進出している外国企業に対して部品の現地調達率目標の達成を求める国産化政

策を採っており、それを通じて裾野産業の育成を図っています。 
この政策の一環として、現在は輸入に頼っている精密な金型・部品を国産化するべく、

PITAC の技術及び機材を更新し、プラスチック金型製作分野での技術支援能力の向上を目

的とするプロジェクト方式技術協力の要請が提出されました。 
これを受け我が国は、1999 年 3 月に基礎調査、2000 年 4 月に事前調査、同年 10 月に短

期調査を実施し、プロジェクトの基本計画及び投入計画などの詳細について協議を行いま

した。2001 年 3 月には実施協議調査団を派遣し、日本・パキスタン双方の責任分担や具体

的技術移転分野などについて 終的に合意した結果を討議議事録（R/D）及び協議議事録

（ミニッツ）に取りまとめたうえ、署名・交換を行いました。 
上述の経緯を経て、本プロジェクトは、金型設計、加工、磨き・組立・試打の各分野に

係る技術をパキスタン側カウンターパートに移転し、その後、カウンターパートが移転さ

れた技術を生かした質の高い技術サービスを民間金型企業に提供することにより、パキス

タンにおける金型分野の裾野産業育成に貢献することを目的として、2002 年 9 月から 4 年

間の協力を開始しました。 
本調査においては、これまでのプロジェクトの実績を確認し、評価 5 項目の観点から終

了時評価を実施し、必要な申し入れや提言をするとともに、残り協力期間の技術協力計画

及びプロジェクト終了後の協力の方向性に関する協議を行い、それら結果をミニッツに取

りまとめ、署名・交換を行いました。 
本報告書は同調査団の調査結果をまとめたものです。 
ここに本調査団の派遣に関し、ご協力いただいた日本・パキスタン両国の関係各位に対

し深甚の謝意を表するとともに、あわせて今後の引き続きご支援をお願いする次第です。 
 
2006 年 6 月 

独立行政法人 国際協力機構 
経済開発部 

部長 佐々木 弘世 
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PAAPAM ： Pakistan Association of Automotive Parts and 
Accessories Manufacturers 

自動車部品工業会 

PDM ： Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・マトリ
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TDMC ： Tools, Dies & Moulds Centre 金型センター 
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評価調査結果要約表 

1. 案件の概要 

国名：パキスタン・イスラム共和国 案件名：金型技術向上プロジェクト 

分野：産業開発／技術普及 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：経済開発部 中小企業チーム 協力金額（評価時点）：約 8.22 億円 

(R/D)：2002 年 9 月～2006 年 9 月 先方関係機関：工業産業省工業技術指導センター

(延長)： 日本側協力機関：財団法人 素形材センター 

(F/U)： 他の関連協力： 
協力期間 

(E/N)(無償)  

1-1 協力の背景と概要 

パキスタン・イスラム共和国は、経済の活性化のために均衡ある産業の発展が必要であると

して、基幹産業の農業と共に工業の発展にも力を入れている。我が国はこの工業化支援の一環

として、1982 年 9 月から 1985 年 10 月にかけて、パキスタン工業技術指導センター（PITAC）
を実施機関として機械加工、熱処理、鋳型及び金型の設計・製作などに係るプロジェクト方式

技術協力を実施し、さらに 1994 年 1 月から 1995 年 3 月には、アフターケア協力を実施した。

この協力により供与された機材及び技術を活用し、PITAC はその後現在に至るまで周辺企業に

対する技術研修や製作サービスを実施するなど、活発な活動を行っている。 
しかし、その後の工業の発展に伴って企業の需要が高度化しており、技術力の向上と老朽化

した機材の更新が求められている。また、パキスタン政府は 1999 年 12 月に発表した経済再生

計画の重点産業政策の一つとして中小企業育成を掲げていることに加え、近年は国内に進出し

ている外国企業に対して部品の現地調達率目標の達成を求める国産化政策を採っており、裾野

産業の育成を図っている。この政策の一環として、現在は輸入に頼っている精密な金型・部品

を国産化するべく、PITAC の技術及び機材を更新し、プラスチック金型製作分野での技術支援

の能力の向上を目的とするプロジェクト方式技術協力を要請してきた。 
これに対し、我が国は金型設計、加工、磨き・組み立て・試打の各分野に係る技術をパキス

タン側カウンターパートに移転し、その後、カウンターパート（C/P）が移転された技術を生か

した質の高い技術サービスを民間金型企業に提供することにより、パキスタンにおける金型分

野の裾野産業育成に貢献することを目的として、2002 年 9 月から技術協力プロジェクトを開始

した。 
 

1-2 協力内容 

(1) 上位目標 
パキスタン国内のプラスチック金型企業がプラスチック生産のために、より質の高い金型を

供給できるようになる。 
 



 

(2) プロジェクト目標 
PITAC の技術能力が向上してプラスチック金型技術における技術サービスを提供できるよう

になる。 
 

(3) 成果 
1. 高度技術を要するプラスチック金型を製造するためのプロジェクト運営主体が形成され

る。 
2. 必要な機材が適切に調達され、設置、操作、維持される。 
3. カウンターパートの技術能力が向上する。 
4. トレーニングコース及びセミナーが計画的に実施される。 
5. 技術サポートが計画的に実施される。 
6. アドバイザリー・サービスが計画的に実施される。 
7. プロジェクトと民間企業の相互作用が強化される。 

 
(4) 投入（評価時点） 

日本側 

1. 長期専門家派遣 6 名 2. 短期専門家派遣 20 名 
3. 研修員受け入れ 26 名 4. 機材供与 約 3.4 億円 
5. ローカルコスト支援 

パキスタン側 

1. カウンターパート配置 30 名 2. 建物・機材提供 
3. ローカルコスト負担 27 百万ルピー 

2. 評価調査団の概要 

調査者 総括 ： 中野 武 (独)国際協力機構 経済開発部調査役 
技術評価 ： 佐々木 哲夫 国内委員会委員長（岩手大学工学部金型技術研究

所客員教授） 
研修計画 ： 山内 智香子 (財)素形材センター 主任 
評価管理 ： 吉村 悦治 (独)国際協力機構 経済開発部中小企業ﾁｰﾑ 主査 
評価分析 ： 池田 純 ユニコインターナショナル(株)主幹 

調査期間 2006 年 5 月 14 日～2006 年 6 月 1 日 評価種類：終了時評価 

3. 評価結果の概要 

3-1 実績の確認 

3-1-1 投入の実績 

(1) 日本側投入実績（評価時点） 
専門家については 6 名の長期専門家と 20 名の短期専門家（内 2 名は派遣予定）が派遣され

た。パキスタン側から 3 名の C/P がフィリピン及びタイ、3 名がフィリピン、20 名が本邦にお



 

ける研修に派遣された。機材は 42 種類の大形機及び 39 種類のジグ、スペアパーツ、消耗品等

が日本側から供与された。1999 年度から 2006 年度（計画）までの日本側の経費負担は総額 822
百万円である。 

 
(2) パキスタン側投入実績（評価時点） 
パキスタン側のプロジェクトへの投入予算は、実績ベースにおいて総額約 27 百万ルピー（予

算としては総額約 42 百万ルピー）である。パキスタン側は建屋の建設、付帯設備の設置及び機

材（Mould Design & CAD/CAM 用、Mould Processing 用、Mould Assembly Injection Tryout 用の周

辺機材、その他）を供与した。 
 
3-1-2 成果の実績 

(1) プロジェクト運営主体が形成された。 
C/P の配置に要する予算の確保に遅れが生じたものの、修正 PC-I（予算申請）の承認後は計画

通りに C/P は配置された。但し、一部の C/P は今後とも能力の向上が必要である。 
 

(2) 必要な機材が適正に調達、設置、操作、維持された。 
パキスタン側負担工事や機材の調達に遅れが生じたものの、施設建設、機材調達及び日本側

の機材調達は適正に実施され、設置後は操作指導、維持運営管理指導が行われ機材は活用され

ている。但し、頻発する停電のため、機材の稼働状況は制限されている。 
 

(3) C/P の技術能力が向上した。 
モデル金型の製作を通して技術移転は実施され、その技術力は C/P 自身で問題を解決できる

レベルまでに達した。さらに技術向上のため C/P 自身がプロジェクト独自の金型を製作できる

まで、技術力は向上した。 
 

(4) 研修コース及びセミナーが計画的に行われた。 
研修コースは年間計画に基づき実施され累計 224 名が参加した。その内、民間企業の強い要

望に基づき夜間コースには累計 109 名が参加した。セミナーは労働安全衛生セミナー、 先端

金型技術セミナー、TQC セミナー、プロジェクト紹介セミナー、3D モデリングセミナーの 5 分

野、19 会場において開催され、累計 1,454 名の参加者があった。 
 

(5) バックアップ・サービスが計画的に行われた。 
バックアップ・サービスは 14 件の受注があり、6 件を完了した。PITAC 本体も金型に関する

バックアップ・サービスを実施しており、PITAC が受注するも技術的に対応できない問題に関

し、C/P と長期専門家が対応した。 
 

(6) アドバイザリー・サービスが計画的に行われた。 
アドバイザリー・サービスは 26 件の受注があり、その半分以上は完了し、複雑な内容に関し



 

ても徐々に回答されている。現在はモデルファクトリーを中心に C/P が中心となってサービス

を実施している。 
 

(7) プロジェクトと民間企業の相互作用が強化された。 
プロジェクト側は対民間企業支援として、研修コース並びにセミナーの開催、バックアッ

プ・サービス及びアドバイザリー・サービスを提供し、対象民間企業はその内容につき評価

（アンケートなどで回答）した。民間からの評価結果（サービスに対する満足度）は、各種民

間支援サービスの向上・改善のためにフィードバックされるなど、双方の関係強化に繋がっ

た。 
 
3-1-3 プロジェクト目標の達成度 

研修コース参加者に対する質問票の回答結果によると、参加者は研修内容に満足している。

また、セミナーも同様な傾向を示している。特に CAD/CAM コースは毎回定員を超える応募者

があり盛況を呈している。民間企業に対するニーズ調査においては、CAD/CAM コースへ従業

員を参加させたい意向が強い。また、アドバイザリー・サービス及びバックアップサポート・

サービスに関しても、依頼件数は増加傾向にある。 
 
3-1-4 上位目標の達成度 

パキスタンの国内金型企業の技術水準は向上しているかという観点から、上位目標の達成度

を評価すると、現状では達成途上にある。金型産業全体ではプラスチック成形産業に対し、質

の高い金型を供給できる程度までには至っていない。 
 

3-2 評価結果の要約 

(1) 妥当性 
本プロジェクトは民間部門の必要性だけではなくパキスタン国の政策とも一致しており、日

本国のパキスタン国への協力政策にも沿っていることが確認された。上位目標はパキスタン国

の開発政策と整合性を持っており、特に中小企業の振興は長中期開発計画にも掲げられてい

る。さらにプラスチック金型の促進のために政府が採っている戦略は 2004 年度年次計画の枠組

みで予算化されている。また、PITAC は、民間部門の需要に応じた研修コース、アドバイザリ

ー・サービス、及びバックアップ・サービスを提供する能力を有するように改善を必要として

おり、本プロジェクトの妥当性は検証された。 
 

(2) 有効性 
機材は効果的に調達、設置され、JICA 長期専門家はそれらを通して C/P に基礎技術を移転し

た。さらに C/P は自力で研修コースを運営し始め、アドバイザリー・サービスも段階的に改善

を続け、現在民間部門の需要を満たすようになった。また、バックアップ・サービスも関係工

場の実用的な需要を満たすためにさらに機能を強化している。しかし、PITAC 所長の頻繁な交



 

代により、継続的で一貫性のある運営維持ができなかったこと、及び必要予算は確保したもの

の、一部行政手続きの遅れのため、予算執行が迅速に行われなかったことは、プロジェクト目

標の達成に対して妨げとなった。 
 

(3) 効率性 
派遣専門家の指導分野、C/P の配置、技術移転計画、資機材・施設の供給、ローカルコスト負

担及び、合同調整委員会（JCC）の機能に係る効率性については、概ね満足できるものと判断さ

れる。 
一部専門家派遣に関し十分ではなかったものの、本邦研修で代替するなどの工夫がなされ

た。技術移転そのものだけではなく、プロジェクトに貢献しようとする責任感・勤務態度が著

しく改善した C/P がいる一方、態度の改善を必要とする C/P もいる。また、建屋建設が機材の

搬入に間にあわず数台に設置の遅れが生じた。合同調整委員会（JCC）及び関係団体で構成され

る小委員会は、こうしたプロジェクトに発生した様々な問題の解決のため会議を開催し効率性

に貢献した。 
 

(4) インパクト 
研修コースに参加したインストラクターが、自校において学んだことを普及する、個人/従業

員レベルでは、昇進、昇給、また会社/工場のレベルでは、納期の厳守、品質管理、コスト削減

などの生産性向上に貢献している。さらに、アドバイザリー・サービスは顧客の問題解決に寄

与し、バックアップ・サービスは顧客の生産現場における問題解決に寄与している。PITAC が

民間支援サービスを行うというプロジェクト目標は達成されつつあるが、上位目標に対するイ

ンパクトを確認出来る状況には至っていない。 
 

(5) 自立発展性 
1) 技術的側面 

C/P は研修コースを C/P 自身で運営できるような基礎的技術知識とノウハウを獲得した。そ

の上、アドバイザリー・サービスとバックアップ・サービスは活動を開始し、民間企業のニー

ズを満たしつつある。C/P は自ら機材の修理や保守ができることを要望しているが、機材の複

雑さ等から実現には至っていない。 
 
2) 組織及び財政的側面 
今後のプロジェクト部門の処遇・位置付けに関し、内部検討委員会を設立する必要がある。

また、財政的な自立発展性に関し、PITAC は複数の予算や民間企業からの受注活動による収

入増加が期待できるため、プロジェクトの自立発展性は維持・強化の可能性がある。 
 
3) 政策及び制度的側面 
工業産業省、TUSDEC 及び PITAC 理事会は PITAC の運営体制・方針の改善・改革（組織運

営管理に民間活力を注入するなど）を表明しており、PITAC の近代化と技術向上へむけた強



 

い政府の政策支援がある。 
 

3-3 効果発現に貢献した要因 

(1) 計画内容に関すること 
特記事項無し。 
 

(2) 実施プロセスに関すること 
毎週水曜日に各部門の C/P 責任者と JICA 専門家のウィークリーミーティングを開催し、進捗

確認及び問題を討議する場とした。この会議により同意された解決策をすべてのメンバーが理

解し、毎日の作業に反映できるようにした。また、JICA 専門家はプロジェクトの当初より参加

していた 10 人の C/P の訓練と指導に集中し、その後配置された 20 人の C/P は JICA 専門家と前

述 10 人の C/P が共同して訓練と指導にあった。 
 

3-4 問題点及び問題を惹起した要因 

(1) 計画内容に関すること 
特記事項無し。 
 

(2) 実施プロセスに関すること 
PDM 作成の段階で前提条件となっていた建屋の建設・改修及びカウンターパートの配置が日

本側協力の開始までに完了しておらず、しかもこれらに要する予算の確保が遅れ、4 年間の協力

期間の半分は前提条件を満足させるために、JICA 専門家のエネルギーを費やさざるを得なかっ

た。そのためカウンターパートへの技術移転が完了した後に実施が計画されていたプロジェク

トのアウトプットの内、研修コース及びセミナーの実施はまずまずの成果が得られたものの、

バックアップ・サービス及びアドバイザリー・サービスは、これからという段階である。 
また、プロジェクトのパキスタン側中心人物は、PITAC の運営管理者（所長）及びプロジェ

クトマネージャーであるが、プロジェクトマネージャーは同一人物が担当しているものの、

PITAC 所長は頻繁に交代している。そのため JICA プロジェクトチームと意志の疎通や運営の協

議が困難な状況が発生し、円滑なプロジェクト運営の支障となった。 
 

3-5 結論 

合同評価チームは、プロジェクトが初期の段階に直面した問題や制約を克服し、プロジェク

ト目標が満足できるレベルまで達成したと結論する。しかし、プロジェクトは将来の自立発展

性に関して必ずしも万全ではなく、JICA 専門家、カウンターパート及び PITAC 運営者は、プロ

ジェクト期間が終了するまで、こうした問題の解決のために更なる努力を続ける必要がある。 
 

3-6 提言 

(1) C/P は彼らの技能と技術を確実なものとし向上させるため、年に数個の金型を作製するだ



 

けではなく、海外或いは国内の研修へ参加が望まれる。さらに技術を幅広く習得するため

に 3 年を目処に担当部署の異動が望ましい。 
(2) 労働安全衛生委員会は 5S（整理・整頓・清掃・清潔・躾）を実現するための巡回パトロ

ール及びツールボックスミーティング（仕事前のミーティング）を励行し、安全作業の呼

びかけ、作業着並びに安全靴着用の確認をすることが望まれる。 
(3) 供与した機材を十分に活用するためには、換気設備の設置、埃侵入対策、電力ケーブルの

更新及び安定した電力供給が望まれる。 
(4) プロジェクトで使用されるソフトウェアは正規バージョンを使用し、ソフトウェアの更新

とハードのメンテナンス契約のための予算確保が望まれる。 
(5) 入札制度は、迅速に実施し適切な調達ができるように、精査・検討が望まれる。また、入

札評価では、金額だけではなく品質やサービスも考慮することが望まれる。 
(6) プロジェクトにより移転された技術に関し、国際的な規格に一致した標準化が 2008 年ま

での完了が望まれる。 
(7) 研修コースに使用される教科書及びカリキュラムは、研修の終了証明書が産業界において

通用するように、継続的な更新が望まれる。 
(8) 1 年に一度はプロジェクト活動について広報する冊子及び定期刊行物の発行が望ましい。

セミナーは、年間計画に基づき定期的に行われることが望ましい。 
(9) プロジェクトの活動が継続できるように、経常予算の確保が望まれる。プロジェクトによ

り得られた全収入は、機材の維持と職員の国内外の研修等に充てることが望ましい。 
(10) プロジェクトに必要な資機材・部材の調達は、PITAC が直接外貨を使用できる権限が与

えられ、迅速化の実現が望まれる。 
(11) 2 年間契約で採用された C/P は、プロジェクトの持続性のために臨時職員から正規職員へ

の昇格が望まれる。また技術向上のための教育研修の実施についても望まれる。 
(12) JICA プロジェクトチームは、プロジェクト終了までに仕様（モデル番号、シリアルナン

バーなど）を含む機材の詳細リスト、機材メーカーや製造会社宛にスペアパーツや資材の

供給に協力を求める文書を発出し、またパキスタン政府は、機材メーカーや製造会社宛に

使用証明書を発行する必要がある。 
（13）プロジェクト部門の将来像（PITAC における位置づけ含む）や組織のあり方の検討を目

的とする、日パ双方の関係者による PITAC 内部検討委員会を新設が望まれる。 
 
3-7 教訓 

本プロジェクトの準備期間に提示された前提条件が、協力開始までに必ずしも全て満たされ

ず、プロジェクトの進行を妨げる結果となったが、PDM に記載された全ての前提条件を満たす

ことが肝要と再認識した。一方、もしこれら重要な前提条件が満たされない自体が発生して

も、次善策を講じ対処するため、プロジェクト開始以前に両者による危機管理計画の検討が強

く推奨される。 
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第 1 章 評価調査の概要 

1.1 調査団派遣の経緯と目的 

(1) 経緯 

パキスタン・イスラム共和国は、経済の活性化のために均衡ある産業の発展が必要であ

るとして、基幹産業の農業と共に工業の発展にも力を入れている。我が国はこの工業化支

援の一環として、1982 年 9 月から 1985 年 10 月にかけて、パキスタン工業技術指導センタ

ー（PITAC）を実施機関として機械加工、熱処理、鋳型及び金型の設計・製作などに係る

プロジェクト方式技術協力を実施し、さらに 1994 年 1 月から 1995 年 3 月には、アフター

ケア協力を実施した。この協力により供与された機材及び技術を活用し、PITAC はその後

現在に至るまで周辺企業に対する技術研修や製作サービスを実施するなど、活発な活動を

行っている。 

 

しかし、その後の工業の発展に伴って企業側の需要が高度化しており、技術力の向上に

併せて老朽化した機材の更新が求められている。また、パキスタン政府は 1999 年 12 月に

発表した経済再生計画の重点産業政策の一つとして中小企業育成を掲げ、近年は国内に進

出している外国企業に対して部品の現地調達率目標の達成を求める国産化政策を採ってお

り、それらを通じて裾野産業の育成を図っている。この政策の一環として、現在は輸入に

頼っている精密な金型・部品を国産化するべく、PITAC の技術及び機材を更新し、プラス

チック金型製作分野での技術支援の能力の向上を目的とするプロジェクト方式技術協力を

要請してきた。 

 

上述の経緯を経て、本プロジェクトは、金型設計、加工、磨き・組立・試打の各分野に

係る技術をパキスタン側カウンターパートに移転し、その後、カウンターパートが移転さ

れた技術を生かした質の高い技術サービスを民間金型企業に提供することにより、パキス

タンにおける金型分野の裾野産業育成に貢献することを目的として、2002 年 9 月から長期

専門家を派遣し、4 年間の技術協力を開始した（ただし、当初は 2002 年 1 月からの協力開

始予定であったが、2001 年 9 月の米国同時多発テロの影響で上述の開始時期にずれ込ん

だ）。 

 

2002 年 3 月に第一次運営指導調査団（開始時期の延期に伴う協力内容の変更に係る協議

を目的として）、2003 年 8 月には第二次運営指導調査団、2004 年 10 月には第三次運営指

導調査団（中間評価）、2005 年 6 月には第四次運営指導調査団をそれぞれ派遣し、技術移

転進捗状況の確認、対象企業に対する各種技術サービスの現状と課題の検討、パキスタン

側の運営体制に対する助言・改善提案等を実施した。 
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(2) 目的 

本調査はプロジェクト終了を 2006 年 9 月に控え、4 年間の協力実績（見込みを含む）に

ついて、修正 PDM 及び技術協力計画等に基づき評価 5 項目に照らして総合的に評価を行

うと共に、今後の対応策について協議し、その結果について両国政府関係機関に報告・提

言することを目的とする。 

 

1.2 調査団の構成と調査期間 

(1) 調査団の構成 

氏名 担当 所属 

中野 武 団長／総括 
(独)国際協力機構 
経済開発部調査役 

佐々木 哲夫 技術評価 
国内委員会委員長 

岩手大学工学部客員教授 

山内 智香子 研修計画 (財)素形材センター 主任 

吉村 悦治 評価管理 
(独)国際協力機構 
経済開発部中小企業チーム 主査 

池田 純 評価分析 
ユニコインターナショナル(株) 
主幹 

 

(2) 調査期間 

【団長・官団員】 ：2006 年 5 月 21 日～6 月 1 日（12 日間） 

【コンサルタント】 ：2006 年 5 月 14 日～6 月 1 日（19 日間） 

 

1.3 対象プロジェクトの概要 

【R/D 時】 

(1) 上位目標 

パキスタン国内のプラスチック金型企業が、プラスチック生産のためのより質の高い金

型を供給できるようになる。 

 

(2) プロジェクト目標 

PITAC の技術能力が向上して、プラスチック金型技術における技術サービスを提供でき

るようになる。 
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(3) 成果 

1. 高度技術を要するプラスチック金型を製造するためのプロジェクト運営主体が形成

される。 

2. 必要な機材が適正に調達、設置、操作、維持される。 

3. カウンターパートの技術能力が向上する。 

4. 研修コース及びセミナーが計画的に実施される。 

5. バックアップサポート・サービスが計画的に実施される。 

6. アドバイザリー・サービスが計画的に実施される。 

 

【中間評価時】 

成果に「プロジェクトと民間企業の連携・相互作用が強化される。」が追加された。 
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第 2 章 評価の方法 

2.1 評価設問と必要なデータ・評価指標 

プロジェクト目標である「PITAC の技術能力が向上して、プラスチック金型技術におけ

る技術サービスを提供できるようになる。」に対して、中間評価においてマイナス要因と

して評価された項目がどの程度改善されたかも含め、「改訂版 JICA 事業評価ガイドライ

ン」に基づき技術協力の進捗状況及び目標の達成状況を確認・評価した。その際、評価グ

リッドの項目である「必要な情報及びデータ」に示された内容を、定量データ及び定性デ

ータとして、より具体的な評価が可能となるようにした。 

 

2.2 データ収集方法 

協力の実績、実施プロセスのデータ収集に当たっては、文献資料、PITAC や民間企業の

生産現場の直接視察、アンケート調査、インタビュー調査といった多面的な情報源を活用

した。 

 

(1) 文献資料調査 

本プロジェクトに関する各種報告書、モニタリング記録、金型の技術資料及び金型産業

の統計資料から必要な情報を収集する。 

 

(2) 直接観察 

PITAC の施設とターゲット製品の状況を確認する。また、民間の金型企業を視察し、パ

キスタンの金型産業の現状とニーズに関する情報を収集する。 

 

(3) アンケート調査 

工業産業省、PITAC、派遣専門家、民間企業、業界団体、及び関連機関に対するアンケ

ート調査を実施する。 

 

(4) インタビュー調査 

カウンターパート、派遣専門家、及び民間企業に対し個別・グループインタビューを行

う。 

 

2.3 データ分析方法 

収集した情報に基づき、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展

性）の観点からデータを分析した。 
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第 3 章 プロジェクトの実績 

3.1 投入実績、アウトプットの実績 

(1) 日本側投入実績（評価時点） 

専門家については 6 名の長期専門家と 20 名の短期専門家（内 2 名は派遣予定）が派遣さ

れた。パキスタン側から 3 名の C/P がフィリピン及びタイ、3 名がフィリピン、20 名が本

邦における研修に派遣された。機材は 42 種類の大形機及び 39 種類のジグ、スペアパーツ、

消耗品等が日本側から供与された。1999 年度から 2006 年度（計画）までの日本側の経費

負担は総額 822 百万円である。 

 

(2) パキスタン側投入実績（評価時点） 

パキスタン側のプロジェクトへの投入予算は、実績ベースにおいて総額約 27 百万ルピー

（予算としては総額約 42 百万ルピー）である。パキスタン側は建屋の建設、付帯設備の設

置及び機材（Mould Design & CAD/CAM 用、Mould Processing 用、Mould Assembly Injection 

Tryout 用の周辺機材、その他）を供与した。 

 

(3) アウトプットの実績（評価時点） 

① プロジェクト運営主体が形成された。 

当初、C/P の配置に要する予算の確保に遅れが生じたものの、修正 PC-I（Planning 

Commission-1：パキスタン政府のプロジェクトに係る予算書）の承認後は計画通りに C/P

は配置された。また、プロジェクト運営のための会議は定期的に開催され、インターネ

ットのホームページを通して、プロジェクトの詳細も広報された。但し、一部の C/P は

今後とも能力の向上が必要である。 

 

② 必要な機材が適正に調達、設置、操作、維持された。 

修正 PC-I の承認後はパキスタン側の施設建設、機材調達は計画通りに行われ、また日

本側の機材調達も適正に実施され、これら機材設置後は操作指導、維持運営管理指導が

行われ機材は活用されている。但し、頻発する停電のため機材の稼働状況は制限されて

いる。 

 

③ C/P の技術能力が向上した。 

4 つのモデル金型の製作を通して技術移転は実施され、その技術力は C/P 自身で問題

を解決できるレベルまでに達した。さらに技術向上のため C/P 自身がプロジェクト独自

の金型を製作できるまで、技術力は向上した。また、マニュアル、テキスト、教材は全

ての研修コースにおいて作成が完了し、現在は現地語版の開発にも着手している。現地



- 6 - 

語教科書等の作成は C/P が担当しているが、技術的に C/P が理解してなければ、翻訳作

業はできず、このことは C/P の技術能力の向上を示唆している。 

 

④ 研修コース及びセミナーが計画的に行われた。 

研修コースは年間計画に基づき運営され、2005 年 1 月から 2006 年 4 月までに 18 種類

26 コースが実施され累計 224 名が参加した。その内、民間企業の強い要望に基づき夜間

コースを 13 コース実施、累計 109 名が参加した。セミナーは「労働安全衛生セミナー」、

「 先端金型技術セミナー」、「TQC セミナー」、「プロジェクト紹介セミナー」、

「3D モデリングセミナー」の 5 分野を 19 会場において開催し、累計 1,454 名の参加者

を得た。 

 

⑤ バックアップ・サービスが計画的に行われた。 

バックアップ・サービスは 14 件の受注があり、6 件を完了した。また PITAC 本体も金

型に関するバックアップ・サービスを実施しており、PITAC 本体が受注したが、技術的

に対応できない問題については、C/P と長期専門家が対応している。 

 

⑥ アドバイザリー・サービスが計画的に行われた。 

アドバイザリー・サービスは 26 件の受注があり、その半分以上は完了し、複雑な内容

に関しても徐々に回答されている。2002 年 11 月より 2004 年 7 月までは長期専門家がア

ドバイザリー・サービスを実施していたが、2005 年 6 月よりモデルファクトリーを中心

に C/P が中心となって、サービスを実施している。 

 

⑦ プロジェクトと民間企業の連携・相互作用が強化された。 

プロジェクト側は対民間企業支援として、研修コース並びにセミナーの開催、バックア

ップ・サービス及びアドバイザリー・サービスを提供し、対象民間企業はその内容につき

評価（アンケートなどで回答）した。民間からの評価結果（サービスに対する満足度）は、

各種民間支援サービスの向上・改善のためにフィードバックされるなど、双方の関係強化

に繋がった。 

 

3.2 プロジェクト目標の達成度 

(1) プロジェクト目標の達成度 

研修コース参加者に対する質問票の回答結果によると、参加者は研修内容に満足してい

る。また、セミナーも同様な傾向を示している。特に CAD/CAM コースは毎回定員を超え

る応募者があり盛況を呈している。民間企業に対するニーズ調査に於いても CAD/CAM コ

ースへ従業員を参加させたい意向が強い。また、アドバイザリー・サービス及びバックア

ップサポート・サービスに関しても、依頼件数は増加傾向にある。 
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(2) 上位目標の達成度 

パキスタンの国内金型企業の技術水準は向上しているかという観点から、「パキスタン

国内のプラスチック金型企業が、プラスチック生産のためのより質の高い金型を供給でき

るようになる。」という上位目標の達成度を評価すると、現状では達成途上にある。金型

産業全体ではプラスチック成形産業に対し、質の高い金型を供給できる程度までには至っ

ていない。 

 

3.3 実施プロセスにおける特記事項 

(1) 前提条件 

PDM 作成の段階で前提条件となっていた建屋の建設・改修及びカウンターパートの配置

が日本側協力の開始までに完了しておらず、しかもこれらに要する予算の確保が遅れ、4

ヶ年の協力期間の半分は前提条件を満足させるために、JICA 専門家のエネルギーを費やさ

ざるを得なかった。そのため C/P への技術移転が完了した後に実施が計画されていたプロ

ジェクトのアウトプットの内、研修コース及びセミナーの実施はまずまずの成果が得られ

たものの、バックアップ・サービス及びアドバイザリー・サービスは、これからという段

階である。 

 

(2) PITAC の運営管理者 

プロジェクトのパキスタン側中心人物は、PITAC の運営管理者（所長）及びプロジェク

トマネージャーであるが、プロジェクトマネージャーは同一人物が継続して担当している

ものの、PITAC 所長は頻繁に交代している。そのため JICA プロジェクトチームと意志の

疎通や運営の協議が困難な状況が発生し、円滑なプロジェクト運営の支障となった。 
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第 4 章 評価結果 

4.1 5 項目ごとの評価 

(1) 妥当性 

本プロジェクトは民間部門の必要性だけではなくパキスタン国の政策とも一致しており、

日本国のパキスタン国への協力政策にも沿っていることが確認された。上位目標はパキス

タン国の開発政策と整合性を持っており、特に中小企業の振興は長期開発 10 ヶ年計画

（2001-11）及び短期開発 3 ヶ年計画（2001-04）にも掲げられている。さらにプラスチッ

ク金型の促進のための政府の戦略は“戦略 2010 年－金型、ダイ、ジグ及び固定具”に示さ

れ、2004 年度年次計画の枠組みで予算化されている。 

 

また、パキスタンのプラスチック成形企業は、高度な品質要求には応えておらず、プラ

スチック成形企業及び金型企業も PITAC から有効な支援を受けられることを切望している

が、PITAC は十分なレベルの技術と必要なノウハウを有しておらず、民間部門の需要を満

たすことができていなかった。そのため PITAC は、民間部門の需要に応じた適切な研修コ

ース、有効なアドバイザリー・サービス、および実用的なバックアップサポート・サービ

スを提供する能力を有するように改善を必要としており、本プロジェクトの妥当性は検証

された。 

 

(2) 有効性 

プロジェクト目標に対する、プロジェクト活動・成果は現状、既に民間支援サービスを

行っていることから有効であると判断される。初期にパキスタン側負担工事、C/P の配置

の遅れがプロジェクト目標の達成を妨げたが、結果的にはこれら障害を克服し有効性に貢

献した。 

 

機材の調達・設置後、それら機材を用いて JICA 専門家が C/P に基礎技術を移転した。

研修コース等に関するマニュアル、教科書、教材の開発は終了している。さらにカウンタ

ーパートは、自力で研修コースの運営を開始し、アドバイザリー・サービスも徐々に改善

され、現在民間企業のニーズを満たしつつある。また、バックアップサポート・サービス

も民間企業の実用的なニーズを満たすべく活動中である。 

 

しかし、プロジェクトディレクターである PITAC 所長の頻繁な交代により、継続的で一

貫性のある運営維持ができなかったこと、及び予算は確保したものの、一部行政手続きの

遅れのため、予算の執行に遅れが生じたことは、プロジェクト目標の達成に対して妨げと

なった。 
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(3) 効率性 

派遣専門家の指導分野、C/P の配置、技術の移転、資機材・施設の供給、ローカルコス

ト負担及び、合同調整委員会（JCC）の機能に係る効率性については概ね満足できるもの

と判断される。C/P は、JICA 専門家の技術移転に関し十分に満足していた。金型加工分野

については、長期専門家の人選・リクルートが困難であったため、指導分野を使用機材毎

に分割し、マシニングセンター加工については短期専門家が派遣された。また、マシニン

グセンター以外の機材に係る指導分野については、本邦研修で技術移転を行うなどの工夫

がなされた。 

 

技術移転に関して、C/P は専門的知識だけではなく、専門家の経験に基づく包括的なア

プローチ手法に満足している。C/P の中には積極的にプロジェクトに貢献しようと、責任

感・勤務態度でも著しく改善されたものがいる反面、さらなる改善が必要な C/P もいる。 

 

日本側からの供与機材は、計画通りに調達の上、PITAC に設置された。しかし、一部の

機材は、PITAC 側負担事項であったワークショップの建設に遅れが生じたため、その設置

が遅れた。また、パキスタン側による機材調達も数台に遅れが生じた。 

 

合同調整委員会（JCC）はプロジェクトに発生した問題の解決を目的として、計 5 回開

催され、プラスチック工業会（PPMA）や自動車部品工業会（PAAPAM）などの関係団体

で構成される小委員会も 6 回開催された。JCC の中でプロジェクトが支援するモデル工場

を選択し、試験的なアドバイザリー・サービスの開始に成功した。また、小委員会による

助言・提言は、民間企業が求めるニーズを反映するため、プロジェクトにおいて実施して

いる研修コースの改善に役立っている。 

 

(4) インパクト 

プロジェクトは評価時点において、直接の技術移転対象から拡大普及される傾向が確認

された。一例としては、プロジェクトの研修コースに参加した同類機関のインストラクタ

ーが、習得した知識・技術を各々の機関で対象とする学生に再移転したことである。一方

民間企業の個人/従業員レベルでは、研修コース又はセミナーへ参加したことにより昇進、

昇給のような正の影響が観察された。また、会社/工場のレベルでは、研修コース又はセミ

ナーに参加した個人/従業員が、納期の厳守だけではなく品質管理、コスト削減といった生

産性向上に寄与している。さらに、アドバイザリー・サービスは、民間企業の問題解決に

寄与し、バックアップサポート・サービスは生産現場における問題解決に役立っている。 

 



- 10 - 

(5) 自立発展性 

1) 技術的側面 

実習を通して製作した 4 個のモデル金型と追加金型を通じての技術移転の結果として、

研修コースを C/P 自身で運営・実施できるような基礎的な技術知識及びノウハウを獲得

した。その上、アドバイザリー・サービスとバックアップ・サービスは活動を開始し、

民間部門のニーズを徐々に満たしつつある。 

 

しかし、C/P は自ら機材の修理や保守ができるようになることを強く要望しているが、

機材の複雑さや機材メーカーとして推奨する修理・維持管理手法の範囲が限定されてい

ることから、必ずしも容易ではない。現状では、専門家と C/P が共同して可能な全ての

方法を検討している。 

 

2) 組織及び財政的側面 

今後のプロジェクト部門の処遇・位置付けに関し、内部検討委員会を設立する必要性

が関係者間で認識されている。当該委員会は PITAC 所長、プロジェクトマネージャー及

び JICA チーフアドバイザーを中心に、JICA 専門家、C/P もメンバーとして議論に参加

する形が望ましい。PITAC 改革のための PC-I（予算書）は現在準備中であるが、内部委

員会はその進捗状況をモニタリングし、内容についても検討・提言することが望ましい。 

 

また、財政的な自立発展性については、PITAC は様々な異なる予算（経常予算、前述

PC-I、特別助成金）を活用可能である。さらに、民間企業からの受注活動は、PITAC 自

身の収入増加が期待出来、拡大しつつある。従って財政的な側面において、プロジェク

トの自立発展性は維持・強化されつつあると言える。 

 

3) 政策及び制度的側面 

工業産業省、TUSDEC 及び PITAC 理事会は PITAC の運営体制・方針の改善・改革

（組織運営管理に民間活力を注入するなど）を表明しており、PITAC の近代化と技術向

上へむけた強い政府の政策支援がある。 

 

4.2 結論 

合同評価チームは、プロジェクトが初期の段階に直面した問題や制約を克服し、プロジ

ェクト目的を達成したと結論する。しかし、プロジェクトは将来の自立発展性に関して問

題があり、JICA 専門家、カウンターパート及び PITAC 経営陣は、プロジェクト期間が終

了するまで、こうした問題の解決のために更なる努力を続ける必要がある。 
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第 5 章 提言と教訓 

5.1 提言 

(1) カウンターパートの自己研鑽 

カウンターパートは、これまで専門家から学んだ基本的な知識・技術を確実なものにす

る復習を繰り返すことが望ましい。また、中小企業セクターのために設計された金型の供

給を通して、プロジェクトは継続的に中小企業セクターの支援を行う。プロジェクトに係

る年間計画及び予算は、年に数個の金型を作製することで金型技術（ノウハウ）を向上さ

せることができるように策定されることが望ましい。プロジェクトの C/P のために海外或

いは国内の研修の実施を検討する。C/P は、技術をより幅広く習得出来る様、3 年程度を

目処に担当部署を異動することが望ましい。 

 

(2) 5S と環境 

労働安全衛生委員会は 5S が品質向上及び生産性向上の基本であることから、巡回パト

ロールを主導的に行うことが望ましい。ツールボックスミーティング（仕事前のミーティ

ング）は毎朝励行し、その席では安全作業の呼びかけ、作業着並びに安全靴着用及び出席

を確認し、プロジェクトマネージャーは毎朝、ツールボックスミーティングに出席し、カ

ウンターパートを監督するためにワークショップ内を巡回することが望ましい。 

（注：5S は整理、整頓、清掃、清潔及び躾を意味し、英語では Neatness、Orderliness、

Cleaning、Cleanness、及び Discipline を意味する。） 

 

(3) ワークショップの改善 

換気及び埃侵入対策は何段階かで対処すべきである。CNC が設置してある室（金型加工

室）には加工により発生する煙を排気するため、換気ダクトの設置が必要である。プロジ

ェクト建屋内のすべての電力ケーブルは、調査の上、問題箇所の再配線が必要である。さ

らにプロジェクトは、防塵や油類の拭き取りを容易にするため、2 年に一度ワークショッ

プの床を塗り替えることが望ましい。電力供給に関し、受電用の変圧器は盗難及び日射に

対する対策が望まれる。また、変圧器の能力は経年劣化するため、WAPDA（水電力開発

公社）の仕様にかかわらず定期的に第三者によるチェックが必要である。プロジェクト内

の電力に関する補修・修理は、原則として労働時間外に行うことが望ましい。さもなけれ

ば、停電がすべての活動とサービスを悪化させることとなるため、電力供給に影響を与え

るような補修・修理情報とスケジュールはあらかじめ、各セクションへ伝達する必要があ

る。 
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(4) コンピュータの保守 

プロジェクトで使用されるすべてのソフトウェアは、正規バージョンを使用すべきであ

る。年間予算はウィルス対策ソフト及び CAD・CAM ソフトウェアの更新、ソフトと

CAD・CAM コンピュータのハードのメンテナンス契約ができるようにするように予算を

確保することが望ましい。コンピュータの年間メンテナンス契約では、システム仕様と操

作/管理規則を明示する必要がある。発電機は CAD・CAM コンピュータ、電灯および A/C

電源用に調達されることが望ましい。 

 

(5) 調達システムの改善 

長期間を要する、パキスタン側調達手続きはプロジェクトの活動を著しく妨げている。

入札制度は、迅速に実施し適切な調達ができるように、精査・検討の必要がある。入札評

価では、金額だけではなく品質やサービスについても考慮することが望まれる。 

 

(6) プロジェクトの技術標準化 

プロジェクトにより移転された技術の標準化は、2008 年までの実現が望ましい。プロジ

ェクトの技術標準化マニュアルは、PSI（パキスタン標準化機構）が指定して、5 年毎に更

新されるように、国際的な規格（ISO、DIN、JIS、ASTM、BS など）に可能な限り一致さ

せることが望まれる。さらにプロジェクトは金型市場、金型仕様、製造品質、形式、パキ

スタン国内外での調達方法、総価格等を分析しながら、金型部品、加工、工具の標準化を

はじめており、プロジェクトで作成された金型製作に係る標準化は、金型産業への普及が

望まれる。 

 

(7) 研修コースの充実 

研修コースの継続的な改善は重要である。研修コースに使用される教科書及びカリキュ

ラムは、国内外の研修、海外の技術文献、インターネットウェブの調査、機材メーカーか

らのアドバイス等より得られる 新情報をもとに更新されることが望ましい。こうして得

られた経験と知識は、研修の終了証明書が産業界において通用するように、継続して蓄積

されることが望ましい。また、ウルドゥー語による教科書も作成し、定期的な更新が望ま

しい。 

 

(8) 広報と振興 

プロジェクトの中に中小企業に対する窓口が開設され、カウンターパートは頻繁に民間

企業を訪問している。民間部門との一層の連携・強化を目的として、1 年に一度はプロジ

ェクト活動について広報する冊子及び定期刊行物を発行できるようにすることが望ましい。

企業対象のセミナーは、年間計画に基づき定期的に行われることが望ましい。 
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(9) 予算 

プロジェクト及び PITAC 全体の活動が継続出来るよう、経常予算の確保が望まれる。プ

ロジェクトにより得られた全収入は、機材の維持管理と PITAC 職員の国内外の研修等に充

てられることが望ましい。 

 

(10) スペアパーツと工具の輸入 

輸入が必要なスペアパーツ、工具、消耗品等、プロジェクトに必要な資機材・部材の調

達は、PITAC が直接外貨を使用できる権限が与えられ、迅速にできるようになることが望

ましい。 

 

(11) カウンターパートの編入 

2 年間契約で採用されたカウンターパートは、プロジェクトの持続性のために臨時職員

ではなく正規職員としての採用が望ましい。また技術向上のための教育研修の実施につい

ても望まれる。 

 

(12) 機材維持管理、トラブルシューティング、及びスペアパーツの問題 

機材維持管理、トラブルシューティング、及びスペアパーツの問題を解決して、プロジ

ェクトに供与された機材の継続的な運用のため、JICA のチーフアドバイザーと専門家は、

プロジェクト終了までに仕様（モデル番号、シリアルナンバーなど）を含む機材の詳細リ

ストを用意する。JICA のチーフアドバイザーは、機材メーカーや製造会社宛にスペアパー

ツや資材の供給に協力を求める文書を発出し、パキスタン政府は機材メーカーや製造会社

宛に、機材が当初目的通りに使用されていることを証明する使用証明書を発行することが

望ましい。 

 

(13) プロジェクト部門の将来像（PITAC における位置づけ含む）や組織のあり方の検討を

目的とする、日パ双方の関係者による PITAC 内部検討委員会を新設することが望ましい。 

 

5.2 教訓 

本プロジェクトの準備期間に、一連の調査団が建屋建設や施設改修、資格要件に合致し

た C/P の採用・配置といった重要な前提条件を提示した。これらの前提条件の実現には、

PC-I（パキスタン政府の予算書）により承認された資金の使用を前提としていた。そのた

め PC-I の承認後、日本側はこのプロジェクトの協力開始を決定した。 

 

しかし、その時点でも建屋建設と施設改修は実施されていなかった。プロジェクト開始

にあたっては PDM 記載したすべての前提条件を如何に満たすかが肝要である。一方、も
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しこれら重要な前提条件が満たされない事態が発生しても、次善策を講じ対処するため、

プロジェクト開始以前に両者による危機管理計画の検討が強く推奨される。 
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別添1

日順 月日 曜日

団長（中野）
技術評価(佐々木）
研修計画(山内）
評価管理（吉村）

評価分析コンサルタント（池田）

1 2006/5/14 日
成田発（JL717）10:35 バンコク着15:05
バンコク発（TG505）20:00　ラホール着22：40

ラホール

2 2006/5/15 月
8:30 長期専門家との協議
9:30 PITAC表敬
9:50 長期専門家インタビュー

ラホール

3 2006/5/16 火
9:00 カウンターパートインタビュー
14:30 長期専門家インタビュー

ラホール

4 2006/5/17 水
10:00 民間企業(Mega Corp)調査・インタビュー
11:50 民間企業(Pecs Industries)調査・
      インタビュー

ラホール

5 2006/5/18 木

10:00 民間企業(PAK Precise Engineering)調査・
      インタビュー
11:30 民間企業(Elegant Industries)調査・
      インタビュー
15:00 SMEDA インタビュー

ラホール

6 2006/5/19 金 評価グリッド作成・質問票整理・分析 ラホール

7 2006/5/20 土 評価グリッド作成・資料整理・分析・文書作成 ラホール

8 2006/5/21 日
成田発（JL717）10:35 バンコク着15:05
バンコク発（TG507）17:30　カラチ着20：30

資料整理・分析
ラホール発（PK305）18:00　カラチ着19:45

カラチ

9 2006/5/22 月 ラホール

10 2006/5/23 火 ラホール

11 2006/5/24 水 ラホール

12 2006/5/25 木 ラホール

13 2006/5/26 金 ラホール

14 2006/5/27 土 ラホール

15 2006/5/28 日 ラホール

16 2006/5/29 月 ラホール

17 2006/5/30 火
イスラマ
バード

18 2006/5/31 水 機中泊

19 2006/6/1 木

JICA事務所報告・打合せ
日本大使館報告
財政・経済省経済局（EAD）表敬
工業産業省表敬
イスラマバード発（TG510）23：40

同上

日　程

同上

パキスタン金型技術向上計画プロジェクト終了時評価調査　調査日程

バンコク着06:45
バンコク発08:10（JL708）　成田着16:15

9:00 技術向上開発公社(TUSDEC)協議
10:50 カラチ・プラスチック技術センター（PTC）調査・協議
13:40 金型センター（TDMC）サイト視察
15:20 Pak-Swiss Training Centre　協議
カラチ発（PK306）19:00　ラホール着20:45

専門家との協議（コンサルタントによる調査進捗状況報告含む）
PITAC表敬・協議
パキスタン側評価チームとの協議

専門家との協議
パキスタン側評価チームとの協議（適宜、評価グリッド、JER、M/Mの協議）

調査結果整理分析、団内打ち合わせ、JER、M/Mドラフトの最終調整

同上

パキスタン評価チームとの最終協議（JER、M/M内容確認）

宿泊地

合同調整委員会（JCC)開催、JER、M/M署名
調査団主催レセプション
ラホール発（PK616）17:00　イスラマバード着18:05
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主要面談者 

1. Ministry of Industries, Production and Special Initiatives：工業産業省 
Mr. Tariq Bajwa, Joint Secretary 

 

2. Ministry of Economic Affairs & Statistics：経済統計省 
Mr. Hamad Shamimi, Economic Affairs Division, Deputy Secretary 

Mr. Rizwan Ahmed, Economic Affairs Division, Section Officer 

 

3. Technology Upgradation and Skill Development Company (TUSDEC) 
Mr. Almas Hayder, Chairman 

Col. (R)-Syed Anwar Ali Pervez, Managing Director 

Mr. Suhael Ahmed, Director Project 

Captain (R) Nauman Tirmizi, Project Director, Tool Dies & Moulds Centre 

 

4. Pakistan Industrial Technical Assistance Centre (PITAC)：パキスタン工業技術指導セ

ンター 
Mr. Javaid Iqbal Shaikh (Engineer, General Manager/Project Director) 

Mr. Sarfraz Ahmad (Engineer, Project Manager) 

Mr. Muammad Arslan (Engineer, Deputy Manager) 

Mr. Tariq Pervez, Mold design (Designer) 

Mr. Shoaib Rahid, CAD/CAM (Engineer, Deputy Manager) 

Mr. Nadeem Shahid (Engineer, Deputy Manager 

Mr. Latif Awan (Assistance foreman) 

Mr. Nadeem Shahbaz (Assistance foreman) 

Mr. Ifran Jarral (Engineer, Deputy Manager) 

 

5. Small and Medium Enterprise Development Authority (SMEDA)：中小企業振興庁 
Mr. Sultan Tiwana, General Manager-B&SDS 

Mr. Khalid Kifah, Deputy General Manager, Technical/Innovation 

 

6. Pak-Swiss Training Centre 
Syed Tufail Ahmed Bokhari, Director 



 

7. Plastics Technology Centre (PTC)：プラスチック技術センター 
Mr. Ahsan Siddiqi, General Manager 

Mr. Arshad Faruqui, Manager Technology 

Mr. Muhammad Ehsan Ashraf, Senior Manger Testing 

Mr. Sheikh Abdul Rahim, Head, Department of Polymer Engineering 

 

8. MegaCorp（民間企業） 
Mr. Naeem Ahmed Khan (Chief Executive) 

 

9. Pecs Industries (Pvt.) Ltd.（民間企業） 
Mr. Abid Iqbal (Director) 

 

10. PAK Precise Engineering (Pvt.) Ltd.,（民間企業） 
Mr. Muhammad Farrukh Fayyaz, Director Operations 

 

11. Elegant Industries (Pvt.) Ltd.（民間企業） 
Mr. S. Mahmood Ghaznavi, Director 

 

12. PITAC/JICA Phase II 
笹子 実 チーフアドバイザー 

吉松 寛昭 金型技術 

澤田 幸次 CAD/CAM ネットワークシステム 

橋本 定勝 金型組立／試打 

平尾 哲也 業務調整／中小企業振興 

 

13. 日本大使館 
志村 和信 一等書記官 

村田 絵梨子 専門調査員 

 

14. JICA パキスタン事務所 
貝原 孝雄 所長 

三角 幸子 次長 

石塚 賢司 職員 

石亀 敬治 職員 

玉木 興皛 企画調整員 
 



 

合同調整委員会出席者 

日本側 

1) 中野 武 : 団長・総括 

独立行政法人国際協力機構 経済開発部 

調査役 

2) 佐々木 哲夫 : 技術評価 

国内委員会委員長 

3) 山内 智香子 : 研修計画 

財団法人素形材センター 

業務部業務調整課 主任 

4) 吉村 悦治 : 評価管理 

独立行政法人国際協力機構 経済開発部 

第一グループ 中小企業チーム 主査 

5) 池田 純 : 評価分析 

ユニコインターナショナル（株）主幹 

6) 貝原 孝雄 : JICA パキスタン事務所 所長 

7) 石亀 敬治 : JICA パキスタン事務所 職員 

8) Mr. Haroon-ur-Rashid Rana : JICA パキスタン事務所 職員 

9) Mr. Hoshi Muhammad Akram : 通訳 

 

パキスタン側 

1) Mr. Zaheer Ali Shah : Additional Secretary, Ministry of Industries, 

Production and Special Initiatives (MoIP&SI) 

2) Mr. Muhammad Ajmal : Deputy Chief, Planning Commission 

3) Mr. Almas Hayder : Chairman, Technology Upgradation and Skill 

Development Company (TUSDEC) 

4) Col. (R)-Syed Anwar Ali Pervez  : Managing Director, TUSDEC 

5) Mr. Suhael Ahmed : Director Project, TUSDEC 

6) Mr. Syed. Mehmood Ghaznavi : President, Pakistan Plastic Manufacturers 

Association (PPMA) 

7) Mr. Razak Ahmad : Chairman, Pakistan Association of Automotive Parts 

and Accessories Manufacturers (PAAPAM) 

8) Mr. Javaid Iqbal Sheikh : Acting General Manager/Project Director Pakistan 

Industrial Technical Assistance Centre (PITAC) 



 

9) Mr. Numan Siddiqui : Senior Manager Marketing, PITAC 

10) Mr. Riaz Ahmad Mahmood : Manager Accounts, PITAC 

11) Mr. Iftikhar Ahmadkhan : Manager, PITAC 

12) Mr. Khalid Mahmood : Manager, PITAC 

13) Mr. Irfan Zaheer : Manager, PITAC 

14) Mr. Nazir-ud-Din : Manager, PITAC 

15) Mr. Sarfraz Ahmad : Project Manager, PITAC 

16) Mr. Muhammad Suleman : Manager, PITAC  

 

プロジェクトメンバー 

(1) 日本側 

1) 笹子 実 : Chief Advisor 

2) 平尾 哲也 : SME Promoter/Project Coordinator 

3) 吉松 寛昭 : Expert, Mould Technology 

4) 橋本 定勝 : Expert, Mould Assembly & Trial Shot 

5) 澤田 幸次 : Expert, CAD/CAM Network 

 
(2) パキスタン側 

1) Mr. Javaid Iqbal Shaikh : Engineer, Project Director, Acting 

2) Mr. Sarfraz Ahmad : Engineer, Project Manager 

3) Mr. Hayder Ali : Engineer, Administration 

4) Mr. Naveed Aslam Qreshi : Engineer, Mould Design 

5) Mr. Mazhar Ali : Engineer, Mould Design 

6) Mr. Shoaib Rashid : Engineer, CAD/CAM/Assembly 

7) Mr. Nadeem Shahid : Engineer, Processing 

8) Mr. Talha Ahmed Tahir : Engineer, Assembly 

9) Mr. Muhammad Irfan : Engineer, Injection/QAQC 

10) Mr. Akhlaque Ahmad : Engineer, Injection 

11) Mr. Muhammad Tariq : Technician, Administration 
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(1) 本調査団の目的

○ 4年間の協力期間の終了を前に以下を目的
として終了時評価を実施する。
1）これまでのプロジェクト活動の進捗状
況と成果を的確に把握する。特に中間評
価調査及び第四次運営指導調査以降の進
捗状況の把握・分析を主たる観点とす
る。
2）上記実績を踏まえて5項目評価を行
い、教訓・提言を行う。

○ 左記を説明する。パキスタン側評
価チームとともに、評価5項目の
観点から協議・分析を行う。
その結果は、適宜、評価グリッド
に整理・要約し、それを踏まえ
て、合同評価報告書（JER）を作
成する。

○ 終了時評価調査の目的・手法（評価5項
目等）をPITACを含むパ側評価チーム
に説明し理解を得た。パ側評価チーム
との協議を踏まえ、評価グリッド・
JERを作成し、日パ双方で合意署名し
た。

(2) プロジェクト諸表

○ 2004年10月に実施した中間評価調査時に

おいてプロジェクト諸表（PDM，PO、

APO、TCP、ATCP、TSI、ATSI）の見直
しを行った。また微修正については、適
宜JCCの場で情報共有・合意を得てい
る。
また、中間評価時の提案により、モデル
金型製作の進捗管理表（工程管理表）が
認識の共有化を目的として作成された。

○ 中間評価以降の進捗を更新した
新版のプロジェクト管理諸表をミ
ニッツ・合同評価報告書（JER）
に添付する。

○ 新版のプロジェクト管理諸表を合同
評価報告書（JER）に添付した。

中間評価時の提案により、モデル金型製
作の進捗管理表（工程管理表）が認識の
共有化を目的として作成された。
また、C/Pそれぞれの業務進捗状況を把握
するために、業務日誌の作成・提出が義
務付けられている。

○ 左記関連諸表の活用状況を確認す
る。

○ 進捗管理表は作成されている。管理表
作成のための工数計算は、「積上げ方
式」で計算されている。管理表には予
定と実績が記入されており、管理状況
が明示されている。業務日誌に関して
は、毎週水曜日にミーティングを行
い、各C/Pの１週間の行動を報告し記録
している。

(3) 実績の確認及び今後の活動の方向性 ○ 上記の通り、実績及び計画につい
ては、確認の上、ミニッツ・JER
にAneexとして添付する。

○ 実績及び計画については、確認の上、
JERのAneexとして添付した。

1) 投入
日本側投入

ア：専門家
○ 長期専門家6名（派遣順にCAD/CAMネッ

トワークシステム、金型技術、金型加
工・組立・成形、チーフアドバイザー、
中小企業振興/業務調整、金型組立/試
作）、短期専門家12名（派遣順に業務調

整、労働安全衛生2回、 先端セミナー、

金型研磨、金型仕上/工程管理、マシニン

グセンター操作管理3回、中小企業診断、

マネージメント能力開発、TQC）を派遣
済み。

○ 左記を確認する。 ○ 左記を確認した。

○ 「労働安全衛生」短期専門家が2回派遣さ

れ、PITAC内部の問題点の指摘、その安
全衛生管理体制の構築につき提言を行っ
た。これを受けてプロジェクト内労働安
全衛生委員会を結成された。中間評価時
においてはPITACによる民間企業に対す
る啓蒙・指導を行うべき旨を提言してい
る（ミニッツ記載）。

○ 労働安全衛生分野におけるPITAC
内部における、具体的な取り組み
状況つき、専門家・PITAC双方か
らヒアリングする。また、同分野
における民間企業の指導状況を確
認する。

○ PITAC内部の労働安全衛生委員会は

2004年12月より16回実施。5Ｓパトロー

ルを月1回実施中。避難経路表示板、救
急箱の設置済。民間企業向けに開催し
ている研修コースにおいては、安全靴
の購入推奨、服装指導等の基本的部分
を指導している。

○ プロジェクト終了までには、短期専門家2
名（マネージメント能力開発、マシニン
グセンター操作管理）を派遣予定。

○ 左記派遣計画を説明する。 ○ 先方にプロジェクト終了までの短期専
門家派遣計画を説明し、ミニッツにお
いて確認・合意した。

終了時評価調査団協議結果

現状及び問題点等（既決定事項含む） 終了時評価時の対処方針 終了時評価時の調査・協議結果

1
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現状及び問題点等（既決定事項含む） 終了時評価時の対処方針 終了時評価時の調査・協議結果

イ：供与機材
○ 第1陣本邦調達供与機材としてCAD/CAM

ソフトウェア（CADCEUS）、マシニン

グセンター、NC放電加工機、ワイヤー
カット放電加工機、超音波研磨機セッ
ト、組立工具ユニット、磨き及び仕上げ
工具ユニットを納入。マシニングセン
ター・放電加工機（2種）及びCAD/CAM
ネットワークシステム（CADCEUS及び
現地調達コンピューター類）は本邦から
の据付技師派遣により、2003年8月時点で
据付完了。

○ 導入済み機材の稼働状況を確認す
る。また基本インフラ整備（電
源、防塵、防水他）についての現
状を確認するとともに、不具合が
あれば今後の具体的な対策を確認
する。

○ 稼動状況については現時点では特段の
問題なし。ワークショップの接合部分
からの水漏れ補修については、応急的
な補修は完了しているが、必ずしも完
全ではないとの指摘あり。防塵に関し
ては、現時点で可能な対策は実施済
み。電源関連については、2005年12月
にトランスの盗難が発生したが、新規
トランスを発注済み（2006年6月納品予
定）。停電は相変わらず頻発している
のが現状。

○ 外部向けのCAD/CAM研修コースに用い

るDELCAM社のCAD/CAMソフトウェア

（Power Shape、Power Mill）及びそれに
付随するコンピューター類を導入してい
る。

○ 左記システムの現況及び当該技術
移転の進捗状況を確認する。

○ C/Pへの技術移転はほぼ完了。ソフトウ

エアが12セット（DelCAM)、コン

ピュータは16台を導入した。ソフトウ
エアのバージョンアップはプロジェク
ト期間中は更新しているが、終了後は
パ側で更新予定。研修は2004年1月以

来、15回目を行っている。

○ 第2陣本邦調達供与機材として、細穴放電
穴空け機、平面研削盤、ドリル研削盤工
具研削盤、超硬バイト研削盤、溶接機、
三次元測定機、プラスチック射出成型シ
ステム、ツールプリセッターを2003年8月
に納品。また、これとは別に技術移転用
のモデル金型4種（キッチンキャビネット
用トレイ、モーターサイクル用フロント
ライトボディ、マウスカバー、卓上電話
機アッパーケース）は2003年9月納品済。

○ 第一陣機材と同様、稼動状況及び
基本インフラ整備の現況を確認す
る。雨漏り等がある天井の補修状
況を確認する。

○ 第一陣機材同様、現時点では稼働状況
に特段の問題なし。基本インフラ状況
も同様。モデル金型4種も技術移転の
ツールとして活用されていることを確
認した（2005年5月29日、第4モデル金
型の初回試打を実施）。

○ プラスチック射出成型システム、三次元
測定機については据付技師を2004年4月派
遣の上、据付完了。

○ 稼動状況及び基本インフラ整備の
現況を確認する。

○ 上述のとおり。

○ プラスチック射出成型システムの成形機
（160㌧、350㌧）については当初、卓上

電話機アッパーケースのみ350㌧成形機対

応で、それ以外は160㌧対応であったが、
成形機据付時の試打の結果、一部成形品
のショート（樹脂の充填不良）が生じ
た。現地サイドと事務局との調整の結
果、マウスカバーのみ160㌧、それ以外は

350㌧とし、部品追加・加工によりショー
ト品の発生は抑えられおり、技術移転自
体には支障はない。
①成形機付属ホッパーシャッターはC/Pに
設計指導し製作した。160ｔはPITACのマ

シンツールショップにて加工し2005年3月
完了。350ｔはプロジェクト内で加工し

2005年5月完了。

②棚式乾燥機は発注完了し2005年6月到着
済み。

○ 稼動状況及び基本インフラ整備の
現況を確認する。

○ 上述のとおり。

ウ：研修員受入
○ 金型設計、金型加工・組立、成形分野を

中心にこれまで、計20名の本邦研修を実

施（これ以外に技師3名がフィリピン

MIRDCの研修コースに参加）。

○ 適宜、研修成果の活用状況につい
てヒアリングを行う。

○ 各C/Pについて、研修成果が活用されて
いることを確認した。昨年度専門家派
遣代替として研修員受入を実施した分
野（放電加工、3次元測定等）において

も、本邦研修で技術を習得したC/Pか
ら、同じグループの他のC/Pへの技術移
転が行われ、その結果、全員が各担当
機械の操作ができるようになってい
る。

○ 複数のC/Pから、日本の工場で学んだ慣
習（前後工程との連携等）をプロジェ
クトで実践し、その効果を実感したと
いう言葉が聞かれた。

2
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現状及び問題点等（既決定事項含む） 終了時評価時の対処方針 終了時評価時の調査・協議結果

エ：全体予算投入
○ これまでの日本側の投入額（2006年度ま

で）は以下の通り。
＊研修員受入　54,490千円（2004年度ま
では共通経費含まず）
＊専門家派遣　383,048千円

＊調査団派遣　40,870千円

＊機材供与　　344,424千円

○ JERに左記投入額を添付する。 ○ 終年度である2006年度（計画）を併

せた、これまでの投入実績をJERに添
付した。

パキスタン側投入

ア：ワークショップの整備
○ PITACにて実施すべきワークショップ整

備工事が予定通り進まず、据付作業を必
要としたプラスチック射出成形システム
と三次元測定機のための基礎工事は、結
局15年度末(2004年3月）にJICAプロジェ
クトの現地業務費を追加支給することに
より、実施した。
冷却装置の雨よけの屋根工事は2005年2月
に完了。
ワークショップ2階拡張工事により

CAD/CAMルームと講義室が2005年4月完
成。
防水防塵工事はほぼ対応済み。
AVR（Automatic Voltage Regulator；自動

電圧調整器）は中国製のものを2005年5月
取り付け完了。
天井クレーンは2005年2月に取り付け完
了。

○ 現況を確認する（防水防塵、電
圧）。また、PITACの各種工事の
実施能力（工事部門・メンテナン
ス部門の現状）を確認する（工事
部門は政府別組織のPWD（Public
Works Department）に工事を委託
することになっている）。

○ ワークショップの整備状況について
は、（3）1）イの記述の通り。工事発

注に関しては、PWDの実施能力が必ず
しも高くないので、現状ではパ側も民
間業者に工事発注している。

イ：資機材
○ パキスタン側で調達すべき機材（汎用機

材；旋盤、フライス盤）の設置は2005年3
月完了。

○ 稼動状況及び基本インフラ整備の
現況を確認する。

○ 稼動状況等については特段の問題な
し。

ウ：C/P及び補助要員の配置状況
○ 2006年5月現在、Project Director、Project

Managerの下に、金型設計部門4名、

CAD/CAM部門3名、金型加工部門4名、

金型組立5名、試打成形部門5名、三次元

測定機（CMM）部門1名のC/Pが配置され
ている。
中間評価時点では新規採用予定20名と決

定されたが、2005年6月の運営指導調査時

では5名が未充足となっていた。

所長（Project Director）が頻繁に変るな
ど、組織の不安定要素あり。

○ C/Pの充足状況及び新規採用予定
等を確認する。
現Project Director、Project Manager
が継続して、本件プロジェクトを
フォロー予定か確認する。
またPITAC全体の職員数の動向

（C/Pの新規採用含む）につき確

認する。また、 新のPITAC組織
図（定員記載付き）を入手する。

○ 2004年10月から2005年1月にかけて、20
人のC/Pが採用され、当初配置のC/Pと
併せ計28人（Project Director、Project
Manager含む）となっている（JER
Annex19）。後述のとおり、本件プロ
ジェクト終了後のプロジェクト部門の
PITAC全体組織の位置付けが確定して

いないため、現在のProject Director、
Project Managerの継続フォロー状況は不
明。
PITAC全体組織図はJER-Annex02-2に添
付。

エ：予算
プロジェクト予算
○ 2002年3月の運営指導調査の際に、本プロ

ジェクトへの予算配賦計画が以下のとお
りであることを確認している。
　2002－2003年度　646万ルピー

　2003－2004年度　378万ルピー

　2004－2005年度　200万ルピー

また、2003年8月の第2次運営指導調査時

には、8.35百万ルピーが工業産業省から

拠出済みであることに加え、修正版PC-1
により18.27百万ルピーの追加配賦を申請
中という状況にあった。
さらに2004年10月の中間評価時には、プ

ロジェクト予算は修正版PC-1（2004年7月
承認）により835万ルピーから2,944.2万ル
ピーに増加している（ミニッツに記
載）。

○ PITACプロジェクト予算の計画／
実績について再確認する。
特に、プロジェクトのローカルコ
スト負担の観点からは、左記の情
報とも比較の上、プロジェクト予
算がどの程度確保され、またどの
ような用途に支出されているかに
ついて確認する。

○ PITAC側のプロジェクト予算について

は、JER-Annex03-1～２に添付。本プロ
ジェクトへの予算配賦実績は以下のと
おり（カッコ内は実際の執行実績）。
2002-2003年度　278万RS（278万）

2003-2004年度　1,409万RS（238万）

2004-2005年度　1,608万RS（1,341万）

2005-2006年度　909万RS（909万）
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別添3

現状及び問題点等（既決定事項含む） 終了時評価時の対処方針 終了時評価時の調査・協議結果

PITACの全体予算
○ PITAC全体の予算につき、2002-2003年度

の支出は4,540万ルピー、うち640万ル

ピーが自己収入、3,900万ルピーが政府補
助金であった。自己収入源の内訳は、お
およそ研修12％、アドバイザリーサービ

ス0％、ITセンター54％、生産28％、その

他4％である。また2003-2004年度につい

ては、支出は4,529万ルピーで、うち419
万ルピーが自己収入、4,110万ルピーが政

府補助金であった（JER・Annex03-4）。

自己収入の内訳は、研修20.6％、アドバ

イザリーサービス14.8％、ITセンター

30.2％、生産34.2％となっている。

○ 全体予算に係るデータをアップ
デートする。今後政府補助金と自
己収入の割合がどのように推移す
るか確認する。また、本件プロ
ジェクト自体による自己収入の拡
大は、プロジェクト終了後の同分
野の自立発展性において重要な要
素となるところ、PITAC側の具体
的計画を確認する。

○ PITAC全体予算の推移については、JER
Annex03-3～4、Annex04に添付。

2004-2005年度については全体支出6,681
万ルピーのうち、自己収入分が281万ル

ピー。自己収入源の内訳は生産53％、

研修42％、アドバイザリーサービス

1％、その他3％。研修部分の自己収入
の大部分はプロジェクト部門による。

2)

ア：プロジェクト運営体制

　　　　　（PDMの成果1）
○ C/Pの配置状況の項においても記載してあ

るが、プロジェクトの管理部門及び実施
部門の職員の異動と定員減が問題となっ
ており、管理能力を含めて運営体制に懸
念あり。
2005年6月に派遣した短期専門家（中小企
業振興）によりプロジェクトのアドミ強
化に係るアクションプランが提言され
た。同プランの実施促進を目的とした短
期専門家（マネージメント能力開発）を
2005年9月に派遣した。

さらに、PITACの財務・労務分析管理を
目的とした短期専門家（財務・労務分析
管理）を2006年6月に派遣予定。

○ プロジェクト終了後のプロジェク
ト部門はPITAC全体組織の中で、

どう位置付けられるかをPITAC側
に確認する。

○ 2006年9月のプロジェクト終了後の体制
は、プロジェクト部門を機材・人員と
もにPITAC他部門に吸収合併する案、

一方プロジェクト部門をPITACから独
立させる案など、様々な意見があり確
定していない。JERにおいては、PITAC
内部に専門家・C/Pを含む委員会を設立
してプロジェクト部門のあり方につき
検討することを提言し、関係者の了解
を得た。
また、2006年7月に派遣予定の短期専門
家（財務・労務分析管理）がプロジェ
クト部門の今後のあり方についても現
状分析及び実施促進を行う予定。

○ 石田元調整員が機材・備品の管理台帳、
現地業務費執行関連様式、プロジェクト
内規等をプロジェクト初期の段階で整備
している。
また機材の保守管理については、保守管
理者を明確にして入出庫管理し、保守管
理上問題が生じた場合、即座に書面に
よって説明報告するようにしている。
2005年6月の第四次運営指導調査時には、
ウオーターレスクーラー、乾燥機、金型
温度調整、ＣＭＭについては日常点検表
を作成中であった。
なおPITACとして、機材のメンテナンス
部門は持っており、既存の汎用機器には
対応可能なレベル。

○ 左記の管理体制につき確認する。
日常点検表の活用状況を確認す
る。

○ 各機械の担当者が決められ、その責任
の下、管理を行なっている。

日常点検表の活用状況としては、左記
機械の他、射出成形機について、日常
点検表が作成され、C/Pによるチェック
が行なわれている。マシニングセン
タ、放電加工機等についても、C/Pが日
常点検は実施しているとのことだが、
毎回記録されているわけではない。

イ：機材の操作、保守管理

　　　　　（PDMの成果2）
○ 中間評価時においては、機材メンテナン

スに係わるアクションプランをプロジェ
クトにおいて作成・実行（プロジェクト
終了後も含めて）することを確認合意し
た（ミニッツに記載）。また各種技術
サービス（研修コース、バックアップ
サービス、アドバイザリーサービス）を
通じて得られる自己収入は、今後の機材
メンテナンスに使用するよう提言した
（JERに記載）。なお、機材メンテナン
スの予算確保につき工業産業省は 大限
の支援を行う旨確認合意した（ミニッツ
に記載）。
2005年6月の第四次運営指導調査時には

PITAC所長からメンテナンスアクション
プラン作成に係る文書が発出され、専門
家チームで素案を作成中であった。
今後問題が発生したときの日本への照会
方法を確立することが必要。

○ 機材メンテナンスの状況（予算措
置含む）につき確認する。

○ パ側からの要望により、機材の回路
図・プログラムの開示を求められた
が、各製造メーカーより拒絶された経
緯がある。メンテナンスマニュアルの
支給については可能なものは全てパ側
に手交済み。また、本邦研修に加え、
カラチでの研修においても機材メンテ
ナンスを加えた。専門家チームによ
り、「An Approach to Machine
Maintenance（2006.1.28）」が作成済
み。
JERにおいては、チーフアドバイザー
が製造メーカーに対し、プロジェクト
終了後も、メンテナンスやスペアパー
ツの供給に関し引き続き協力願う旨の
依頼文書を発出し、それを受けてパ側
で「PITAC使用証明書（End-User
Certificate」を発給・交付の上、当該機
材が政府機関での使用を証明すること
を提言した（パキスタン事務所のフォ
ロー要）。

活動、成果（上位目標、プロジェクト目
標達成に向けて）
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別添3

現状及び問題点等（既決定事項含む） 終了時評価時の対処方針 終了時評価時の調査・協議結果

企業支援サービスによる自己収入を機材
メンテナンスのために積み立てることは
出来ないため、PC4（プロジェクト終了
後の機材維持管理予算）により予算計上
するよう、2005年6月の第四次運営指導調
査時に工業省次官に申し入れた経緯あ
り。

―スペアパーツの確保体制（予算
の手当、調達経路）
本件スペアパーツについては、プ
ロジェクト終了後の自立発展性を
見据え、実施機関側が責任をもっ
てスペアパーツを確保するよう改
めて申し入れる。

○ 上記に併せて、スペアパーツ等の補給
のための外貨使用と、機材の維持管理
のための予算確保につき、JERにおい
て提言した。

ウ：PITACのC/Pに対する技術移転

（PDMの成果3）
技術移転の目標設定・目標管理が明確に
行われておらず、技術移転の達成度につ
いては評価不能な状態が続いていたが、
2005年6月に派遣された短期専門家（中小

企業振興）作成の評価シートによってC/P
全員の現状と目標技術移転が明確になっ
た。

○ 技術移転の実施にあたり、専門
家、C/P双方の立場から問題点・
懸案事項を確認する。技術移転の
達成度の評価の状況を確認する。

○ 放電加工、及び仕上の長期専門家不在
のために本邦研修と短期専門家の指導
を行い技術移転の問題点は解決され
た。技術移転の達成度の評価は、評価
シートを使用して評価されている。

○ 各技術専門家の活動内容はおおよそ以下
のとおりである。

＊ CAD/CAMネットワークシステム
金型製作用ソフトであるCADCEUS(3D-
CAD)とCRAFTMILL(3D-CAM)及び研修用

ソフトであるDelcam、PowerShape(3D-
CAD)、PowerMill(3-CAM)の基本操作に係
る技術移転は完了。企業支援サービスの
一つである研修コースを2005年1月より随
時実施中。

○ 技術移転の状況、研修コースの実
施状況を確認する。

○ CADCEUS、Delcamはモデル金型作成
の過程において技術移転は完了した。
CRAFTMILL、PowerShapeの技術移転も
終了し、これらのソフトに関する研修
は１６回に達している。アンケートや
受講者の上司の意見によると、研修結
果は現地企業で活用されている。

＊ 金型技術
アンダーカット処理の金型設計方案、金
型温度コントロール、成形不良に対する
改善方法、金型強度計算等についての講
義を実施。
2004年10月の中間評価時には各種図面に
よるケーススタディ方式の導入を提案し
た。

○ 講義の実施状況を確認するととも
に、ケーススタディ方式の進捗状
況を確認する。

○ 短期専門家による講義を含めて、本件
の講義は実施された。ケーススタディ
方式に関しては、文献などの図面を使
用して講義をしているが、更に追加の
図面、又は資料の入手が望ましい。

＊ 金型加工・組立
機材据付のためのワークショップ整備に
時間を要し、中間評価時までは座学が中
心であったが、第1陣機材据付後は金型組

立、EDM、マシニングセンターの操作訓
練を実施。
同分野の長期専門家（金型加工・組立・
成形）が2005年2月に帰国後は、金型加工
分野の長期専門家が不在（リクルートが
困難）の状態が続いたが、2005年5月・8
月、2006年1月の3回（各1ヶ月）にわたり
短期専門家（マシニングセンター操作管
理）が派遣された。

○ 現在加工分野はマシニングセン
ターについては、短期専門家派遣
で対応しているが、他の加工機材
（EDM他）の技術移転状況（後
述の本邦研修の観点からも）を確
認する。

○ マシニングセンターの技術移転は短期
専門家の指導で順調に実行されてい
る。EDM,WCEDMの技術移転は本邦研
修で学んだ技術が主になっている。本
邦研修で技術を習得したC/Pの指導で、

EDM,　WCEDM担当C/Pへの技術移転
が行われ、全員が機械の操作が出来る
技術を修得した。

＊ 試作（成形）

第2陣機材の射出成形システムの据付は完

了後は、2004年12月に派遣された長期専

門家（金型組立/試作）による、技術指導
が行われている。

技術移転状況を確認する。 成形機の操作、成形条件の設定、成形
問題の解決に関して、基本的な技術は
修得されている。更に多くの成形の経
験を重ねることによって、アドバイザ
リーサービスが十分にできる実力の獲
得を期待する。

＊ モデル金型を用いた技術移転
モデル金型4種を用いた技術移転が、本プ
ロジェクトの中核である。

○ モデル金型による技術移転の現況
を確認する。
金型製作のための各種材料･部
品・工具等の手配をPITACが行っ
ているが、その現況を確認する。
中間評価時に提案され、その後具
体化された進捗管理表の活用状況
を確認する。
モデル金型の評価基準に準拠して
の評価状況を確認する。

○ モデル金型は４型全部製作は完了し
た。No.2、No.4の金型は非常に良い作

品である。No,3モデル金型は修正中
で、修正後には当初の目標に達すると
予想される。モデル金型製作に関し
て、C/Pが作成した報告書は、測定、工
程管理などの基本手順を遵守してお
り、技術移転は確実に行われている。
工具に関しては、ハイスはPITACが購
入している。超硬工具は価格や購買担
当者の能力の関係で、プロジェクトが
購入している。材料はPITACがP20を購
入している。
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別添3

現状及び問題点等（既決定事項含む） 終了時評価時の対処方針 終了時評価時の調査・協議結果

エ：民間部門への技術サービスの提供
（プロジェクト目標達成に向けて）

○ プロジェクト目標は「プラスチック金型
技術分野における、PITACの技術支援能
力が向上する」。

○ プロジェクトの技術サービスは大きく分
けて、研修コース（セミナーの開催を含
む）、技術支援サービス（金型設計支
援、金型試作等）、技術相談に分けられ
る（それぞれPDM上の4〜6）。

○ 個別の技術サービスに係る対処方
針は以下のとおり。

○ 中間評価時に長期専門家（中小企業振興/
業務調整員）を核とした、中小企業振興
（PITAC顧客リストのデータベース化、

PITAC事業の広報他）が技術支援サービ
スの一つとして加えられた。

○ 新しい中小企業振興分野の支援
サービスの現況を確認する。

○ ラホール市内のプラスチック成形用金
型・成形業者72社のCustomer Directory
を作成中。プロジェクト広報活動とし
てホームページを立上げた（2005年8
月）。

研修コース（PDMの成果4）
○ 民間企業のニーズに直結した研修コース

設定のため、専門家とC/Pでタスクフォー
スを立ち上げ、民間ニーズ把握のための
調査（アンケートによるデータ収集）を
行ってきた（2004年7月～8月実施）。

○ 研修コースの実施状況を確認す
る。

○ 2005年1月から2006年4月の間に18種
類、26コースの研修が行われ224名の受
講者があった。

技術支援サービス（PDMの成果5）
○ 中間評価時において、バックアップサー

ビスは、基本的に「モノ（設計図面、
CAD/CAMﾃﾞｰﾀ、部品･成形試作品等）の
提供」と定義された。

○ 左記サービスの内容・実施状況を
確認する。

○ バックアップサービスは13件依頼があ

り7件が完了している。残りは進行中又

は検討中である。PITACを通しての依

頼が多い。C/Pが関与して進めている。

アドバイザリーサービス（PDMの成果6）
○ 中間評価時にアドバイザリーサービスに

ついては、基本的に、「PITAC、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸ
ﾄ側からの企業訪問によるコンサルティン
グ、情報提供等」と定義された。

○ 左記サービスの内容・実施状況を
確認する。C/Pの同サービスにお
ける関与の実態はどの程度か確認
する（同サービスの大半は専門家
のみによる対応が多い）。
モデルファクトリーの選定状況と
企業訪問の現況を確認する。

○ Volta Dies &Molds他6社に対してアドバ

イザリーサービスを14件実施してい

る。C/Pの関与は徐々に増大している。

モデルファクトリーは2社選定し、活動

を実施している。企業訪問は延べ166社
に対して実施した。

オ：上位目標達成に向けて
○ 上位目標は「パキスタン国内のプラス

チック金型産業が、国内のプラスチック
製品製造のための、より高度なレベルの
金型を供給することができるようにな
る」。
中間評価時に、上位目標の指標をより明
確に「受益者であるプラスチック金型製
作企業の金型受注件数の増加」と「プロ
ジェクト受益者（直接的・間接的）の製
作金型における返品率・不良品率・苦情
数」に変更した。

○ 上位目標指標については金型専業
メーカはほとんどないことから、
金型内製企業の場合は返品率等の
指標は当てはまらず、終了時評価
の際には考慮する必要あり。
これら指標に係るデータは、プロ
ジェクトが各種サービス活動を行
う中で、収集していくことになっ
たが（中間評価時のミニッツに記
載）、現況を確認する。

○ プロジェクト活動による、上位目標の
達成にはマイナス要因は見当たらない
が、パ国内のプラスチック金型産業の
品質向上に貢献するのは今後の課題と
して位置付けられる。従って各種指標
を用いての直接的な達成度評価は行っ
ていない。

カ：協力のプロセス
○ 中間評価以降、PITAC側と日本人専門家

チームとの間で定例会議は開催されるよ
うになった。

○ 専門家チームとPITAC側とのコ
ミュニケーションの実態を確認す
る。

○ 毎週、Project Director/Managerを含む

PITAC側と日本人専門家チームによる
定例会議は実施されている。その他に
労働衛生委員会・TQC委員会などの会
合も必要に応じて開催している。

○ モニタリング報告書作成は半期に1度、日
パ双方の合同作業で行うことになってい
る。

○ 中間評価時に日・パ双方で、半年
毎にプロジェクト活動をモニター
し、モニタリングレポートを共同
作成する点、合意確認されたが
（ミニッツに記載）、現況を確認
する。

○ モニタリングレポートは日パ双方で共
同作成していることを確認した。

○ JCCは原則半年に一回開催することに
なっている。

○ 実施状況を確認する。業界団体等
JCC構成メンバーとの日常のコン
タクト状況を確認する。

○ JCCは半年に一回の頻度で開催されて
いる（今回の終了時評価時においては
第5回JCCが同時開催された）。PPMA
（プラスチック製造者協会）及び
PAAPAM（自動車部品製造者協会）と

の会合を2004年12月以来6回開催してい
る。
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別添3

現状及び問題点等（既決定事項含む） 終了時評価時の対処方針 終了時評価時の調査・協議結果

○ 中間評価時に新たに導入された、技術支
援サービスの一つである「中小企業振
興」において、広報活動（パンフレッ
ト・ホームページ作成、ニュースレター
発行）が行われている。

○ 現状を確認するとともに、パキス
タン側との共同作業の状況を確認
する。

○ パンフレットは4種類作成済み。ニュー

スレターはPR Committeeを設立した

が、PITAC側の予算が滞っているため
中断中。

○ 公開セミナー（労働衛生安全、 先端セ
ミナー等）を実施。

○ 公開セミナーの実施状況の確認及
び参加者の満足度を評価する。
また、中間評価時にプラスティッ
ク金型業界の各種技術課題に係わ
るオープンセミナーや個別相談会
の実施についての提言を行った
（JERに記載）が、ニーズ等含め
て現況を確認する。

○ 労働衛生安全12回、 先端セミナーは3
回、TQC4回、3D Modeling1回など公開
セミナーを実施した。セミナー参加者
の評価は概ね高い。
個別相談会は未実施。

○ 中間評価時に「モニタリング･評価シート
（案）」及び「モデル金型の評価基準」
を提案した。
2005年6月に派遣された短期専門家（中小
企業振興）により作成された評価シート
一覧によって、全C/Pの現状技術レベルと
目標が明確になった。

○ モニタリングの現状につき確認す
る。

○ C/Pの技術評価シートの一つである、

Management by Objectives(MBO)は2005
年12月と2006年3月に作成実施。

(4) その他
ア：パキスタン政府の上位計画・政策
○ 年次計画（Annual Plan）が毎年策定され

ている。さらに上位計画として
Prospective Long-term Plan（1999〜2010年
度）が進行中。
SMEの振興は、 “Ten Year Perspective
Development Plan 2001-11” 及び “Three
Year Development Program 2001-04”におい
て政府の優先事項であることが記載され
ており、一方、政府のプラスティック金
型開発戦略については、 “Strategy 2010 –
Molds & Dies / Jig & Fixtures”において位置
づけられている。

○ 計画の達成状況を確認する。
また、2005年6月に派遣された短
期専門家（中小企業振興）により
金型分野の政策に併せて当該産業
セクターの各種情報の収集分析作
業を行ったので、現状を確認す
る。

○ 年次計画・上位計画等における位置づ
けに変更無し。
なおPITACとは直接関係ないが、

Ministry of Industries, Production & Special
Initiatives (MoIP&SI)のYear Book 2004-
2005によるとSkills Upgradation for
Industrial Developmentの項目にTools,
Moulds & Die Centre (TMD centre)が
Karachi及びGujranwala（ラホールの北

100km）に計画されている。Karachiで
は施設の建設が開始されている。

イ：他ドナーの協力の動向
○ PITAC無償B/D調査によれば、近年JICA以

外のドナーによる援助はないとされてい
る。

○ 将来的計画も含めて、必要に応じ
情報収集する。

○ 他ドナーの動きではないが、PITACの
近代化と技術向上を目的とした、新プ
ロジェクトが現在計画されている。総
額は697百万ルピーの計画で、その内主
要な割り当てはハード（機材や建築）
とソフト（訓練と給与改善）となって
いる。機材の更新の対象となっている
のは、デザイン、機械工場、熱処理、
表面加工、試験検査及び低コスト自動
化部門である。
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1 

平成 18 年 6 月 13 日 

団長所感 

JICA 経済開発部調査役 中野 武 

1. 終了時評価の結果概要 

(1) プロジェクトの目標、成果、活動など 

パキスタン金型技術向上計画フェーズ II プロジェクトの終了時合同評価調査は、その協

力終了期限である 2006 年 9 月を前にして、プラスチック金型技術分野における PITAC の技

術支援能力の向上を目指したプロジェクト目標の実現については、満足できる水準にまで到

達しているとの結論に至った。この評価結果は合同調整委員会（JCC、評価調査後の本年 5

月 30 日（火）に開催）においても承認され、プロジェクトの計画期間内に目標達成が実現

できるのは稀有なこととして、日パ双方の協力や貢献を含め、パ側政府、民間代表や JICA

事務所からも高い評価と深謝の言葉が表明された。 

 

(2) プロジェクトの上位目標 

プロジェクト上位目標である「パ国内の金型産業がプラスチック製品生産のための良質な

金型を供給出来るようになる」という状況については、プロジェクト協力終了後に実現され

る課題として設定されており、現在までのところ、その達成途上にあることを確認した。日

本側が 4 年間にわたって協力を展開したプラスチック金型の新設部門に対する民間企業か

らの期待は高まりつつある。民間部門のニーズに応えた研修・セミナーの開催、技術諮問へ

の回答などのアドバイザリー・サービス、加工・試作受託などのバックアップ・サービスな

ど具体的な民間支援活動のうち、技術研修やセミナーの開催・運営管理・評価については、

専門知識や技術・ノウハウは組織内に確立し、先方 C/Ps が自信をもって対処できる状況に

なりつつある。他方、技術諮問ｻｰﾋﾞｽや加工・試作受託などの民間企業に対する直接支援活

動については、今後とも、強化・拡充を続けることが必要と考えられる。 

 

(3) 評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、影響、持続可能性） 

本件協力は、パ国政府の開発政策、民間ニーズ、日本の援助政策、JICA の協力関与など

の観点からも、計画策定当時のみならず現在も、妥当性が高いと判断される。プロジェクト

の有効性についても良好である。効率性については、協力開始前後の制約（2001 年 9 月に

発生した同時多発テロ事件という想定外の偶発的国際事件の発生と世界全体へのインパク

トの影響など）に起因したり、特定分野の長期専門家の確保が儘ならず短期専門家の継続派

遣や本邦研修にて代替した方策が効率性に影響したりしたことはあっても、協力実施途上に

遭遇した問題解決のための工夫の結果であり、プロジェクトの経済性は概ね良好と考えられ

る。研修波及効果、個人の昇進、経歴・資質の向上、昇給など、賞賛に値する正の影響が様々
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あった。負の影響は、予期しない間接的なものを含め、現在のところ認められない。持続可

能性に関しては、技術、財務、政策、制度などの面からは良好と判断される。供与機材の継

続活用・保守・維持管理・修理のアフターケアや協力終了後の協力対象部門（新設プラスチ

ック金型部門）の将来像や取扱いなどについては、必ずしも懸念無しとしないところも見受

けられる。これら持続発展性に関する問題については、対応策を協議し、日パ関係者間で確

認した。 

 

(4) 評価総括 

4 年間の協力期間や計画策定を含めれば 9 年にわたる経緯を振り返って見ると、計画策定

時に遭遇した制約や協力開始当初に直面した問題は克服され、プロジェクトと取巻く環境の

厳しさにもかかわらず、比較的円滑な協力活動が成功裡に展開されているとの印象を受けた。

これらは、日パ双方の現地関係機関、日本国内支援委員会、支援機関などのご尽力、さらに

は忍耐や工夫の賜物であり、関係者の方々に改めて敬意を表するとともに、心から感謝を申

し上げたい。 

 

(5) 教訓 

本件協力の経験から学ぶべき教訓は、プロジェクト協力の計画策定段階において開始の条

件として確認・合意した事項（具体的には、C/Ps の採用・確保、機材収容建物の改修、内

貨予算確保などパ側による負担事項など）の履行を担保できないまま、日本側の協力を開始

した事実に関連している。相手方の負担事項が完全に履行されなければ日本側協力を開始し

ないという対応は硬直的に過ぎ現実的ではないと言える。本件においても、当初予定された

協力開始時期（2002 年 1 月 15 日）は同年 9 月に延期されたが、専門家が現地に到着した 2002

年 9 月以前においても、日パ双方の相互協議を重ねたり、C/Ps 研修を当時フィリピンにて

展開中の同分野のプロジェクトを活用して実施したりするなどの様々な工夫や検討が行わ

れたことは、記録にも明らかである。但し、日本側は、必要に応じて予備的な方策や措置を

検討しておくとともに、臨時予算も確保しておくこと（Contingency Plan）などを準備する

ことが、その後に直面する問題の解決を容易にし、また、協力途上で遭遇する困難さを軽減

することにも役立つのではないかと考えられる。 

パ側も、当初予定した予算の確保が十分でなかったことから、協力開始後に計画委員会

（Planning Commission）に対して改定予算申請（Revised PC-1）を作成して手続きを行った。

しかしながら、パキスタン側内部で審査、差し戻し、再審査などを繰返したために、その認

可と予算・資金獲得に長期間を要する結果となり、大幅な遅れも招来した。多額の改定要求

ではなく、小額の緊急動員予算（Mobilization Plan）であれば、迅速な認可と時宜を得た資

金確保が実現できたのにとする声もあり、こうした工夫や方策は、同様な事態への有効な対

処措置として、今後とも検討に値すると考えられる。 
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(6) 提言 

今後の一層の持続発展性向上に有効と考えられる事項について、JICA 専門家ﾁｰﾑと PITAC

側にて協議・合意した事柄を中心に 12 項目を合同評価報告書に記載して、提言を行った。 

 

2. 協力終了後の対応 

2006 年 9 月をもって協力を終了する本件プロジェクトの持続発展性については、いくつ

かの問題や課題がこれまでも指摘されてきた。今回の協議を通じて、現地 JICA 専門家、C/Ps

や PITAC の MG・PM や関連部局の管理者、TISDEC、工業省の関係者を含め、重要事項に

ついて広く対応策を検討できたことは、今後一層の持続性向上にも結び付く成果の端緒と言

えよう。 

 

(1) 機材のアフターケア 

日本からの供与機材の継続活用・保守・維持管理・修理などに関して、PITAC や TUSDEC

などパ側は、非常に高い関心をもち、その指導や協力終了後のアフターケアについて、日本

側に対し様々な要望を繰り返してきた。日本側は、保守・維持管理の基礎訓練を C/P 本邦

研修項目に含めたり、機材故障に備えて本邦メーカーの連絡先一覧を整理したり、国内支援

委員会の助言や示唆を受け更に可能な事柄について工夫をしたりして、これまでも対策を重

ねてきた。 

今回の協議を通じて、更に持続的で総合的と考えられる措置を、次のように、確認した。 

① JICA・CA（チーフ・アドバイザー）は、機材納入業者や製造メーカーなどに対し、

協力終了後も PITAC 該当機材の継続活用・保守・維持管理・修理などついて引続き

支援してくれるよう依頼状を送付する。 

② パ政府は、必要に応じ、「PITAC 使用証明（End-User Certificate）」を発給・交付

し、当該機材が民生用に政府機関が使用していることを証明する。 

③ JICA パキスタン事務所は、プロジェクト終了後は、連絡・仲介などの調整や機材ア

フターケア支援に当たる。 

 

これら措置に基づき、具体的な処理については、通常の取引慣行によることを基本とする。 

これら機材のアフターケアに関する課題は、パ国を取り巻く貿易管理令の規制や代理店展

開の希薄さ、パ政府の予算確保の困難さ等の特殊事情などにも関連しているので、機材にか

かる技術的持続性については未だに難しさも残っていることは否めない。しかしながら、制

約の多い中でも、機材のアフターケア体制整備に向けて、PITAC、JICA 専門家チーム、

TUSDEC、工業省、JICA 現地事務所などの重要な関係者が課題の緊急性と解決の必要性に

ついて認識を共有し、具体的な行動について夫々の役割と責任を再確認できたことは大きな

進展である。現地関係者間の協力の成果の一つとして高く評価すべきものと考える。 
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(2) 日本側の協力対象部門（新設プラスチック金型部門）の将来像や組織のあり方 

訓練された C/Ps の 30 名を擁し、3 億円を上回る 新関連機材を整備・活用・駆使し、5

名の日本人専門家に支援され、民間企業に対する技術支援活動を展開する新設プラスチック

金型部門は、日本側協力の成果が集積しており、PITAC の有する も重要な経営資源のひ

とつとなっている。ニーズに応える研修・セミナーの開催、技術諮問への回答などのアドバ

イザリー・サービス、受託加工・試作などのバックアップ・サービスなどに対し、民間企業

の期待も高まりつつある。 

この部門の新設・整備は、日本の協力を得て、4 年間のプロジェクトとして計画・実施さ

れた。プロジェクトとは、特定目的を達成するため、計画された予算・資源を活用し、決め

られた期間内に完成をすることを予定するものである。その計画策定や実施・運営管理は、

プロジェクト・チームとかタスク・フォースと呼ばれる特殊な体制によって行われることも

多く、プロジェクト完成後は、特定チームは解散し、新設プロジェクト部門は本来の母体組

織・機構に吸収され、伝統的な運営管理に復するのが通例と考えられる。 

新設プラスチック金型部門を、プロジェクト協力期間の終了する 2006 年 9 月以降どのよ

うに取り扱うことが 適かという課題は、これまでも度々議論され、協力終了の 9 月が間近

に迫った現在では現地の重要関心事項となっている。関係者の思惑も反映して、様々な将来

像が考案され討論されている模様である。 

一方の極端を示す将来像は、新設プラスチック金型部門を、機材も人材も含め、「解体」

して PITAC の既存部門へ「吸収」することが適当と考えるようである。現地 JICA 専門家の

情報などによれば、既存部局のマネージャーなどが自己部門の強化・拡充などに資すること

も画策してこの考え方に組みしているように推察される。TUSDECの委員長やPITACのGM

は必ずしもこの考え方に賛同しているようには見受けられない。 

現地 JICA 専門家は、4 年間をかけてせっかく作り上げたものを「解体」「吸収」されて

は、確立された専門性や技術・ノウハウは分散してしまい、完成された組織力や自信も胡散

霧消してしまうと、懸念を強く表明する。彼らは、もう一方の極端な将来像を考察し、新設

プラスチック金型部門を、PITAC から「分離」し、運営管理も含めて、「独立」させるこ

とを 適と考えているようである。事実として、今回の調査団訪問時に、JICA・CA と特定

専門家名で、その考え方を文書（1 枚紙、英文・和文）にまとめて、PITAC・GM や PM に

事前に協議することなく、TUSDEC 委員長に提出するという事態もあった。 

プロジェクトの現状や持続可能性を徹底的に吟味すれば、「解体・吸収」案も「分離・独

立」案のいずれも極端に過ぎ、実現性が高いとは言えないと考えられる。TUSDEC の委員

長や委員、更には、PITAC の GM や PM も、これらの極端案は非現実的なものと判断して

いるものと推察される。 

JICA 評価調査団としては、本件の解決に向けて次の方策を示唆して、現地プロジェクト

関係者の合意を得た。また、合同評価報告書の組織・財務持続性（Organizational and Financial 

sustainability）の項に記載して確認した。また、JCC の会合においても、組織面の持続発展
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性については出席者から重ねて懸念が表明されたので、この方策が措置されていることを説

明して了承を得た。 

① 日本側の協力対象部門（新設プラスチック金型部門）の将来像や組織のあり方を検

討するために、PITAC 内部委員会を新設する。委員会は、各種代替案とそれらの実

現可能性を吟味する。 

② 内部委員会の構成は、PITAC の GM、PM などパ側関係者と JICA・CA を含む。 

③ C/Ps は重要な利害関係者であり、委員会討議に参画する。JICA 専門家も、有識者

として、討議に参画する。 

④ 委員会が取りまとめた提案は、その承認を求めて、TUSDEC と工業省に提出する。 

 

[日本側の協力対象部門（新設プラスチック金型部門）の将来像や組織のあり方について、

上記のように対応することで現地プロジェクト関係者と確認した。しかし、この問題をこの

ままプロジェクト現地に一任しても、十分な検討が行われ相互信頼に基づく 適な提案が遅

滞無く完了することに懸念無しとしない。ついては、JICA パキスタン事務所に、必要に応

じ、調整や促進の労をとっていただくこともお願いした。また、7 月に派遣予定のマネージ

メント能力開発（財務・労務分析管理）の短期専門家にも、本件ついて現地にて実情を把握

のうえ調整・促進を図るように、問題の重要さを説明し所要の指示を行っておいた。] 

 

(3) パ側による新たなプロジェクト構想 

現在、パ国政府は、PITAC を含め、民間セクターを支援する公的な試験・研究・研修機

関の有効性や効率性を改善するために、これら組織の運営管理に民間活力の持ち込む方向で

改革を進めつつある。 

改革対象となる 40 に上る TUSDEC 所管の政府機関のうち PITAC も例外ではなく、かつ

ての「優良ブランド機関」としての実力と名声を回復すべく、「PITAC 近代化・技術向上

計画（“Modernization and Technology Upgaradation of PITAC, Lahore）」が策定され、計画委

員会（Planning Commission）での検討が進みつつある。投資規模は Rs.697 million（約 14 億

円）に上り、PITAC 全体の部門を対象として、機材更新・整備や建物改築などの物理的開

発のみならず、関係者の給与改善や技術向上を目指した研修などソフト分野の改善も含まれ

る。3 年程度を目途に独立採算を目指すこととなる。カラチでは、TUSDEC 傘下の新たな機

関（Tools, Dies and Moulds Center）が建設中であった。また、プラスチック技術センター（PTC）

も、日本の無償資金協力の機材整備を得て、新たな事業を展開しようとしている。政府機関

改革は、Pak Swiss Technology Center のラホール校の機材整備に向けた中国の無利子借款供

与の動きにも見られ、活発である。 

パ国全体を対象とした産業政策については、これまで中長期的な総合計画が明示されてお

らず、JICA はプロジェクト研究費による検討を開始したところである。今後数年のうちに

は、これら産業開発や中小企業振興にかかる具体的な展望も次第に明らかになることが期待
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されている。そうした中では、PITAC が、その歴史や特徴を活かし、他の機関にも遜色の

無い比較優位を発揮できる民間企業支援機関とし一層高度なサービスを期待される状況も

遠からず生まれることが予想される。これらに備え、日本側として、アフターケアなどを含

み、パ国産業振興のみならず PITAC に対しても過不足の無い協力を続けていくことが重要

である。日本側としては、パ側による新たなプロジェクト構想の進展を注視するとともに、

この構想の展開を新設プラスチック金型部門の将来像とも有機的に統合し、一層の発展を実

現できるように、引き続き工夫を凝らしてゆく必要があろう。 
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平成 18 年 6 月 10 日 

パキスタン金型技術移転計画終了時評価 
団員所感 

岩手大学工学部金型技術研究所客員教授 

国内委員長 佐々木 哲夫 

1. はじめに 

本プロジェクトは、建物の建設遅れと雨漏り、C/P の配属の遅れに加え、加工・仕上・測

定関係の専門家の不在などで 2005 年 4 月まではターゲット金型の完成は危ぶまれ、C/P に

対する加工関係の教育は危機的状態であった。2005 年 5 月からマシニングセンターの短期

専門家白髭氏の派遣が可能になり、また建物の補修も進んでようやく順調な技術移転が開

始された感がある。その後のプロジェクトの進捗は順調である。専門家不在の分野の教育

は国内派遣で補い、ターゲット金型はすべて完成している。C/P による外部企業に対する教

育は軌道にのっている。バックアップサービスなどで一部計画より遅れている分野がある

が、残りの期間である程度の進捗が期待される。 

 

2. ターゲット金型 

4 型のターゲット金型のうち、No.1 ターゲット金型（キッチンキャビネット用トレイ）は

白髭氏派遣以前の作品で、多くの問題が発生していた。2005 年 5 月から白髭氏の指導によ

って No.2 金型（モーターサイクル用フロントライトボディ）が順調に完成し、 後の No.4

型（卓上電話機アッパーケース）は今回の調査期間に試作が行われ、一応すべての金型が

完成した。 

 

イ） No.1 ターゲット金型（キッチンキャビネット用トレイ） 

本金型の加工では多くの加工不良を発生し、当初の設計図面と大幅に異なる形で終了した。

品質的には合格できる作品ではない。 

 

ロ） No.2 ターゲット金型（モーターサイクル用フロントライトボディ） 

専門家の入念な準備によって、図面どおりの機械加工が得られた。仕上げ加工、組立も良

好であった。部品は測定され、その結果は記録されている。工程管理表が作られ、仕事の

進め方についても指導された方法を守っている。試作成形品の品質は良好である。 

 

ハ） N0.3 ターゲット金型（マウスカバー） 

本金型は複雑な機構があり、放電加工で形状不良の問題を発生している。この問題は修正

されているが、専門家のいない場合の加工の問題点を浮き彫りにしている。 
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ニ） No.4 ターゲット金型（卓上電話機アッパーケース） 

本金型はスピーカ穴部に複雑な機構がある。作品は、この部分に関しては非常に良い品質

であった。一方、単純な形状の部分で誤りがあったが現在修正中である。 

 

3. 技術評価 

ターゲット金型の製作を通して、C/P の技術向上の跡は鮮明である。ただし、4 型の製作

経験はあまりにも少なすぎる。40 型を経験して初心者のレベルになると考えてよいであろ

う。しかも、その内容は更に精密で、複雑な内容でなければならない。幸いなことに設計

技術に関しては、十分な経験を有する C/P がおるので加工に関する訓練が今後とも必要で

ある。 

 

4. C/P に対する面談の結果 

面談は C/P28 名中 19 名に対して行った。主にシニア C/P を対象とした。ターゲット金型

を 4 個完成させた結果、技術的に自信を持っている C/P が多い。プロジェクトにおける専

門家の教育はおおむね満足であったようである。本邦研修では、研修先での教育レベルに

ばらつきがあり、必ずしも希望通りではなかったようである。会社によっては 5S だけが中

心の教育もあったようである。納期厳守、勤務態度、品質重視などの日本の企業風習には

感心していたが、パキスタンで実行できるかは懐疑てきである。 

プロジェクト終了後の技術的問題はあまり心配していないが、C/P の身分や契約について

心配しているものが多い。このような身分を含むマネージメントがどう変わるか心配して

いる。プロジェクト終了後、外部から金型を受注し、その金型を製作することによって技

術を向上させ且つ収益を上げたいという意見もある。 

 

5. パキスタン金型企業の技術レベル 

今回ラホール市の金型企業 3 社を見学した。SPELL 社、PEL 社、Volta の 3 社である。い

ずれの会社も CAD/CAM、マシニングセンター、放電加工機など新しい設備をそろえて複雑

な金型を製作販売（PEL 社は自社用金型）している。50 名から 200 名ほどの従業員がいる

大手金型企業である。得意先は自動車関係が多く、それだけに品質も高いものが要求され

ている。ただし、基本的加工法を習得していない。加工ひずみの処理、測定方法、作業環

境など多くの問題をはらんでいる。1960 年代の日本の金型企業と同じように仕上技能者の

手作業に頼っているところが多い。これらの企業を相手にアドバイザリーサービス、バッ

クアップサービスを行うのには相当の経験が必要である。 
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6. プロジェクト終了後への対応 

C/P はプロジェクト終了後の技術的問題に関してあまり心配していないが、ターゲット金

型程度の難易度の金型だけを対象とするわけにはいかない。プロジェクトの残りの期間は

もちろんのこと、今後数年間は多くの金型の練習加工が必要である。外部から金型を受注

することは納期と品質の責任が発生するので、ある程度技術が向上しなければ実行できな

い。大手金型企業の下請けなどから始めるのが順当と考える。 

PITAC はもともと金型を生産しているので、プロジェクト終了後は従来の金型工場に新

しい設備や技術が吸収されることは十分に予想される。吸収された場合に、プロジェクト

の技術が更に向上できるか、あるいは旧態依然の技術に埋没するかが問題である。埋没す

ると、供与機材は有効に利用されるが、保守管理はされずに精度は低下し、加工品の検査・

測定、工程管理などの管理技術は消失する危険性がある。なにせ PITAC の技術は、単純な

金型の納期は 10 ヶ月が当たり前で、更に試作で良品が取れず 1 年以上遅れるのが普通な状

態である。 

 

7. おわりに 

冒頭に述べたように、本プロジェクトの遂行は困難の連続であった。それにもかかわらず、

当初の目標は達成できる。専門家の努力に敬意を表したい。困難であった原因は十分な解

析と反省をおこない、今後の貴重な資料としなければならない。 

以上 
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平成 18 年 6 月 14 日 

パキスタン金型技術移転計画終了時評価 
団員所感 

（財）素形材センター 山内 智香子（研修計画） 

 

今回、技術担当 C/P24 名中、計 19 名の C/P にインタビューをおこなった。その結果を中

心に、所感を述べることとする。 

 

1. C/P の能力と技術的自立発展への期待 

C/P は、専門家の指導あるいは日本研修等により学んだ知識・技術をプロジェクト間で共

有するように努めており、どの部門でも、C/P から C/P に対するエコートレーニングがよく

行われていた。金型製作にあたっても、まとめ役の C/P を中心に、C/P 同士で相談しあうな

ど、自主的に部門間の連携を図りながら、業務を進めている様子がうかがえた。 

また、C/P が今後学びたい内容としてあげていたのは、①モデル金型以外の金型、②新し

い設計のバリエーション、③自分の担当以外の工程、などであった。 近では、一部の C/P

が、分野の枠を越えて、自らの分野に深く関連する技術として CAD/CAM に関する知識な

どを学び始めているという。 

さらに C/P は、研修コースや企業へのサービス活動を、民間企業とのコミュニケーション

促進のよい機会と捉えており、外へどんどん出かけていきたいと積極的に考えていた（自

分達もそれだけ多くの金型に触れることができる）。また「出張研修」や「民間の成形品

試作の実施」など、民間の要望を反映した新たなサービスのアイデアなども有していた。 

このように、多くの C/P は、他のプロジェクトと比較しても、意欲的で、技術に対する理

解力も高いように感じられた。短い技術移転期間にもかかわらず、良く対応しているよう

に思われる。 

今後 PITAC がより質の高い技術支援サービスを提供していくためには、C/P 自身による

継続的な技術向上の努力とともに、PITAC が彼らの意欲にどう応えられるか、その意見を

どう掬い上げ活動に反映させていくかが、ひとつの大きな鍵を握っているように思われた。 

他方、C/P の過半数以上が、2004 年 10 月以降採用されたプロジェクト期間限定の雇用で

あり、TUSDEC 等の関与も含め、プロジェクト終了後の体制について不安を感じていた。 

プロジェクトでの成果が、より良い形で PITAC に根付き、発展していくことを願うもの

である。 
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2. 日本での研修の成果 

本プロジェクトでは、4 年間で計 20 名（管理部門 2 名を含む）の C/P が、日本での研修

を受けている。昨年度は、専門家の派遣代替を含め、5 分野計 11 名が、金型工場や機械メ

ーカーが開設するスクール等で、機械の基本操作と日常的な保守管理等を含む日本研修を

受けた。 

その結果、たとえば、EDM（放電加工）や 3 次元測定の分野については、ほとんど日本

研修により、ほぼ独力で機械の基本操作ができるようになっている。他の C/P へエコート

レーニングも行われていた。メンテナンスについても、記録の習慣化等がまだ十分ではな

いものの、操作者による日常点検の励行が、日常業務の中で行われていた。 

総じて日本での研修は、C/P の能力向上に貢献していることが確認できた。 

さらに、インタビューを通じて、C/P が、こちらの予想以上に、日本での研修成果を自ら

の業務に活かすべく主体的に取り組んでいる姿勢がうかがえた。すなわち、複数 C/P から、

「日本の工場で学んだこと（納期厳守の考え方、段取、前後工程との連携など）を、帰国

後プロジェクトの中で自主的に実践し、その効果の大きさを実感している」という発言が

聞かれた。 

今後、これがプロジェクトの中でより確実な形となり、PITAC 全体ないしは地場中小企

業等へと広まっていくことを期待したい。 

 

3. 機材の維持管理 

C/P から「機械の操作はマニュアルをみればなんとか独力でできるが、メンテナンスはそ

うはいかない。メンテナンスの問題は重要である。」というコメントが聞かれた。また、

プロジェクトでは、パキスタン側から「メンテナンスのために必要」として、マシニング

センターや 3 次元測定機など主要機材に関する回路図などをメーカーから提供してほしい

という強い要望が、数回にわたって出されていた（結果として、メーカー側の方針で図面

の提供は不可）。機材の維持管理については、パキスタン側としても強い関心事項となっ

ている。 

確かに PITAC は、汎用レベルの機材修理には対応可能な維持管理部門を持ち、20 年以上

前に供与されたフェーズ I の機材を修理しながら丁寧に使っている。しかし、近年の（金型

関連の）精密機械は特に、機能の高精度化（特に制御関係）、構造の複雑化・ユニット化、

ノウハウ流出防止のためのブラックボックス化等が進み、故障時には、メーカー側の方針

として専門技術者による点検修理を行うようにしている場合が多い（技術者派遣には別途

費用が発生）。フェーズ I の頃とは明らかに状況が異なっている。 

もし仮にこのような精密機械を供与することになった場合には、上記のような状況を相手

側にきちんと理解しておいてもらうとともに、予算措置を促す観点から、想定される機材

維持管理コストを事前に提示することなども考えられる。 
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あるいは、機材選定の段階から、現地の状況を十分調査し、故障時の対応、スペアパーツ

等の供給体制、現地代理店やサービス拠点の有無などについて十分考慮しておくことも必

要と思われる。場合によっては、機材購入時に保守管理サービス等を含めた契約の可能性

などについても、検討する必要があるように思われた。 

 

4. 現地が抱える課題への対応 

C/P から「民間からうける主な相談内容」としてあげられたのは、①よい金型材料の入手、

②設計に関する問題、③中古機械の修理、などであった。（これらは、事前調査段階で民

間企業が抱える課題として指摘されていた項目とほぼ同じものである。） 

このプロジェクトの技術移転計画は、フィリピン･タイとほぼ同様の内容で、主に製造工

程の技能面から金型技術の向上にアプローチするものである。しかし、金型技術自体カバ

ーすべき範囲が多岐にわたる幅広い総合技術であり、また、それぞれの国によって金型産

業を取り巻く環境も異なることから、産業全体の振興には、他の視点からのアプローチも

必要になってくるものと思われる。協力計画の策定にあたっては、全体計画の中の適切さ

をよく見極めつつ、課題解決により適った方法を複眼的に検討していくことが重要と思わ

れる。 

以上 
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